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日本におけるSchool to Workの議論を始めよう

はじめに

2020年以降、ジョブ型の人材マネジメント（以下、

ジョブ型）へのゆるやかな移行を模索する企業が目

立つようになってきた。ジョブ型に移行するには、

社員一人ひとりがそれぞれの専門性を持つことが求

められるが、「日本企業が完全なジョブ型に移行する

のは難しいだろう。それは、大学の専門がジョブと

結びついていないから」と、ある企業の人事リーダー

が話すのを聞いた。

確かに、ジョブ型が一般的な欧米諸国の場合、大

学など高等教育機関において職業に結びつく専門領域

を学ぶことができ、また、専門領域の決定にあたって

は、キャリア教育によって大学入学前までの早い段階

で個人が“腹決め”するなど、教育と仕事が一定の結

びつきを持つ、つまり、教育が社会に出たあとの個人

のキャリアを下支えする形となっている。では、日本

ではどうか。

今、企業で人事の意思決定を行うような重責を担う

のは、概ね1980年代終わりから1990年代半ばに大学

を卒業した人々だ。たとえば、1990年と2019年を比

較したとき、大学進学率や大学での専攻分野の名称の

数がどれほど変わっているか知っているだろうか（ち

なみに、答えは7ページにある）。もちろん無邪気に自

身が過ごした時代と、現代の大学を同じだととらえて

いることはないだろう。しかし、大学や大学生が今ど

のような状態かということについては、つぶさには認

識していないのではないか。

まず、私たちはきちんと大学や大学生のリアルな姿

に向き合わなければならない。日本での高等教育と企

業における職務、個人のキャリアの関係をあらためて

振り返りながら、企業がジョブ型に移行しようとする

とき、人材を企業に送り出す大学教育はそれに対応す

る準備ができているのか、専門家や企業への取材、学

生への調査から導き出していきたい。

読者諸氏の期待を裏切ることになるかもしれないが、

今回は、ジョブ型そのものの良し悪し、功罪などには

言及しない。そして、本格的にジョブ型に移行する企

業が今後、増えていくのかどうかも議論の外だ。私た

ちは、完全なジョブ型ではなくても大きな流れとして

一定数の企業がジョブ型を志向するならば、企業が人

材に求めるもの、大学に期待するものが変化していく

ことは間違いないと考えている。その前提に立って、

大学と企業が社会に貢献し、活躍する人材の育成の両

輪として機能し得るように、日本におけるSchool to 

Workについて大学と企業が議論を始めるきっかけと

することを本特集の目的としたい。

 本誌編集／入倉由理子
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近年、企業の人事からは「大学生の

質が低下しているのではないか」とい

う声がよく聞かれるが、その実感は正

しいのだろうか。リクルート進学総研

所長、『カレッジマネジメント』編集長

の小林浩氏に、大学に起きている変

化について話を聞いた。

まずは全体の潮流を押さえておこう。

小林氏は、米国の教育政策学者マー

チン・トロウの研究を引用し（右ペー

ジ上図）、大学進学率の推移と大学の

へと激減するなかでも、大学数は約1.5

倍に増え、専攻分野名称も1990年の

29種類から約24倍の700種類以上へ

と激増した（右ページ下図）。

大学の大衆化に伴い
学びの中身が不透明に

つまり、現在の40代、50代が大学

生だった頃の大学と現在の大学では

その役割や機能そのものが大きく変化

しているということだ。なお、諸外国

の大学進学率を見ると、米国、韓国

は7割強、中国が4割強といわれてお

り、日本の大学進学率は決して国際

比較上高いとはいえない。ただし、諸

外国は社会人や留学生も多く含むの

に対して、日本の大学進学者は国内

の18歳が多くを占めている点が大き

な特徴となっている。

小林氏は、この大学進学率の上昇

による大学の変化に伴って新たな課

題も浮上していると言う。「企業の人

事からは、学部が多様化してどの学

社会的役割の変化の関係を次のよう

に説明する。「ある国において大学進

学率が15％未満のときの大学はエ

リート型と定義されます。この段階で

はエリートや支配階級の精神や性格

の形成が大学の役割です。15～ 50％

のマス型では、専門分化したエリート

養成に加えて、社会の指導者層の育

成が大学の役割となります。そして、

50％を超えるとユニバーサル・アクセ

ス型と定義され、この段階での大学の

役割は産業社会に適応し得る全国民

の育成となります」（小林氏）

日本では、おおよそ1960年代まで

がエリート型、1970年代から2000年

代までがマス型で、2000年代にユニ

バーサル・アクセス型への移行、言

い換えれば「大学の大衆化」が始まっ

たと小林氏は分析する。ここ30年間

に限定してもその変化の幅は大きい。

1990年の大学進学率は24.6％だった

が、2019年には53.7％と約2倍に上

昇。18歳人口が201万人から118万人

今進む、教育改革。
現在の大学のリアルな姿とは
今、大学では入試改革、教育改革が進んでいる。
では大学は何を目指して改革を進めているのか。その背景と合わせて、改革の中身・実態をレポートする。

大学改革はなぜ起きているのか
その背景と中身を探る

小林 浩氏

リクルート進学総研　所長
『カレッジマネジメント』編集長
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部学科で何が学べるのかがわからな

い、結果として学生が大学で身につ

けた力もわからないという疑問や不安

の声が上がるようになっています。さ

らに、AO・推薦入試が入学者の半数

近くにまで増えたことによって偏差値

が信頼できなくなった、大学の情報開

示が進まないから退学率などの詳細

なデータを調べられないという声も聞

かれます」（小林氏）

また、企業側の人材ニーズの変化

に伴って、「大学は主体的に行動でき

る学生を育成できているのか」「グロー

バル化に対応できているのか」という

疑問も強くなっている。

冒頭の問いに立ち返ると、企業人

事が「大学生の質の低下」と感じてい

るものは多様化の一側面であるといえ

そうだ。かつては大学に進学していな

かった層が大学に行くようになってい

るのだから、高校までの教育レベルが

急激に上昇していない以上、当然の

帰結として「質」の平均値は下がる。

そこで大学は、量的拡大が進むなか

で学生の質の担保という課題を抱え

ることになる。加えて、企業からは主

体性の養成やグローバル化への対応

も迫られている。

このような社会的要請、ビジネス界

からの要請を受けて、大学教育にも

大きな改革の波が押し寄せている。

知識基盤型社会へのシフトで
求められる人材像も変化

「社会が変われば必要とされる人材

の資質・能力も変わってきます。これ

までの工業化社会では、生産年齢人

口が増加を続け、欧米をキャッチアッ

プすることを目指して産業が発展して

いました。そこでは、1つの正解があ

るという前提で、大量の知識・技能を

習得し、再生できる情報処理力が求

められていました。同質化社会でキャ

リアを積み重ねていきますから、同一

文化のなかでの暗黙の了解が重視さ

れていました。大学もそれに対応した

教育を行ってきたのです」（小林氏）

しかし、時代は大きく変化し、先の

見通せないVUCAと呼ばれる時代に

突入している。こうなると工業化社会

型の人材では対応ができなくなる。「こ

れからは知識基盤型社会に変わって

国の進学率による大学の入学者層の変化

社会から見た大学の状況の変化

出典：マーチン・トロウの研究を基に小林氏作成

出典：小林氏作成

1990年 2019年 対1990年比

201万人 118万人 4割減18歳人口

507校 786校 約1.5倍大学数

大学 24.6%
短大 11.7%
専修学校 16.0%

大学 53.7%
短大  4.4%
専修学校 23.6%

大学進学率
約2倍進学率

29種類 700種類以上 約24倍学士の学位に付記する
専攻分野名称の数

エリート型
エリートや支配階級の
精神や性格の形成

マス型
専門分化したエリート養成と
社会の指導者層の育成

ユニバーサル・
アクセス型
産業社会に適応し得る
全国民の育成

よ
り
多
様
な
人
材
を
育
成

15%未満

15-50%

50%超
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いきます。生産年齢人口も減少期に

入り、グローバルに多様化していく社

会になっていきます。お手本がないな

かで未知の課題に取り組むため、もは

や1つの正解は存在しません。ですか

ら複数の納得解を導き出すことが必

要になる。このような社会では、知識・

技能の習得も大事なのですが、思考

力・判断力・表現力によって知識・

技能を活用する力、いわば情報編集

力が求められるようになります。同時

に自分で自分のキャリアを切り拓く力

や異文化のなかで多様性を許容する

ことが重要になります」（小林氏）

この流れはもちろん日本に限ったこ

とではなく、OECDも「21世紀型スキ

ル」「キー・コンピテンシー」として上

記のような知識基盤型社会の人材像

を示している。

「グローバル化、IT化など大きな社

会の変化に対応するためには、受け

身ではなく主体的・能動的に『生涯学

び続けられる人』の育成がより強く求

められるようになります。大学教育も

これに対応して変化しているのです」

（小林氏）

では、実際に大学の教室ではどの

ような変化が起きているのだろうか。

「チョーク＆ノート」といわれる知識詰

め込み型の授業ではもはや時代が求

める人材は育成できないため、大学の

学びは大きく「探究型」にシフトしつつ

あるという。「教員主体のティーチング

から学生主体のラーニングへと主語

が変わってきたといえます。答えを学

ぶのではなく、『Learn how to learn』

といわれるように、学び方を学ぶとい

う形に変わっていくのです。具体的に

は、知識を得たうえで自分で調べたり、

ディスカッションをしたり、フィール

ドワークをしたりという授業が増えて

います」（小林氏）

大学の教育改革のために
必要な入試改革

この学び方の変化と関連づけて、

大学入試改革についても概観したい。

2021年1月から、これまでの大学

入試センター試験に代わって、大学

入学共通テストが導入された。導入

初年は、当初目指していた英語の民間

検定の導入や国語、数学での記述式

問題の導入は見送られたものの、複

数の資料を組み合わせて答えを導き

出す問題や正解が複数ある問題が出

題されるなど、より思考力や判断力を

測ることを意識した内容となっている。

また、大学の個別入試に関しても、

従来の一般入試、AO入試、推薦入試

はそれぞれ一般選抜、総合型選抜、

学校推薦型選抜と名称が変更された。

それに伴い、文部科学省は、たとえ

ば従来の一般入試ではほぼ知識・技

能のみを測っていたのに対して一般

選抜では調査書や志望理由書などを

評価の要素に取り入れたり、AO入試

では知識・技能を問わなかったのに

対して総合型選抜では教科学力を測

る試験を取り入れたりすることを求め

新たな社会課題に対応した学問領域

出典：リクルート『カレッジマネジメント』205号掲載図表に加筆

グローバル化
国際人材育成、語学習得、国際標準化、食の安全、
食資源確保、産業・人・サービスの流動化

労働力の減少
女性の活用、高齢者の再雇用、
海外人材の活用

社会福祉コスト増大
100年人生、予防医療、
健康維持増進

少子高齢化

スポーツ・健康地域創生・地域共創

第4次産業革命
IT、AI、データサイエンス

ロボティクス＆デザイン

クリエイティブ・イノベーション

国際経営

グローバル教養

情報工学

国際看護

食マネジメント

データサイエンス
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入学から卒業まで一貫した教育マネジメント（教学マネジメント）

ている。実際に、一部の大学では、

共通テストなどで教科学力も測る総

合型選抜が始まっている。

一連の入試改革の前提になってい

るのは文部科学省が掲げる「学力の3

要素」だ。その内容は次の通り。①十

分な知識・技能、②それらを基盤に

して答えが1つに定まらない問題に自

ら解を見いだしていく思考力・判断

力・表現力などの能力、③これらの基

になる主体性を持って多様な人たちと

学ぶ態度。これらは前述の知識基盤

型社会で求められる力と一致する。

「文部科学省は、高校・大学で学力

の3要素をバランスよく伸ばしていく

方向での教育改革を目指しています。

特に大学教育に関しては世界との競

争になるので、そこで太刀打ちできる

よう質を高めていかなければなりませ

ん。さらに高大の教育を接続させると

いう課題もあります。大学教育が変

わっても大学入試が以前のままだと、

学習指導要領の見直しを進めても高

校教育の実態は変わりません。現場

は入試に合格するための詰め込み型

教育を重視してしまうからです。その

ために、高校と大学をつなぐ大学入試

の改革が必要なのです」（小林氏）

社会課題の多様化に伴って
学部学科の多様化が加速

次に学部学科の多様化について掘

り下げてみたい。1991年の大学設置

基準等改正によって、前述のようにそ

れまで29種類だった専攻分野の名称

は2019年には700種類以上に増えた。

「社会課題の多様化に伴い、求められ

る人材ニーズも多様化し、これまでの

学問領域だけでは対応できなくなって

きたというのが、学部学科が増えてい

る要因です。たとえば、少子高齢化に

伴い看護、スポーツ・健康、地域創

生など、グローバル化に伴い国際教

養、国際経営など、第4次産業革命の

進展に伴い情報工学、データサイエ

ンス、クリエイティブ・イノベーショ

ン、ロボティクス＆デザインといった

学部学科が登場しています」（小林

氏）。新しい学部学科のなかには、ジョ

ブ型と直結するタイプもあれば、より

広い意味でのビジネスの基礎力を高

めるものもある（左ページ図）。

では、ここまでに解説した一連の改

革・変化を通してこれからの大学のあ

り方はどう変わっていくのだろうか。

「大学は、これまでのような偏差値や

各種ランキングを物差しとした順位付

けによる評価から脱却し、それぞれの

独自性を打ち出していくことが求めら

れています。その独自性が集約されて

いるのが、ディプロマ・ポリシー（卒

業認定・学位授与方針）、カリキュラ

ム・ポリシー（教育課程編成・実施

方針）、アドミッション・ポリシー（入

学者受け入れ方針）の3つのポリシー

です（上図）。これに基づいて入学か

ら卒業までの一貫した教育マネジメン

トが実現できれば、企業がディプロ

マ・ポリシーを吟味して、求める人材

を輩出する大学をピックアップするこ

とも可能になるはずです」（小林氏）

既に読者はお気づきのことと思うが、

一連の大学改革の方向性は、企業の

人材育成において起きている変化と

多くの部分で合致している。企業が

ジョブ型の人材の採用・育成を志向

するなかで、大学教育の一部もそれ

に対応した形に変化しつつあるのも見

受けられる。しかし、多くの人事は、

その変化への認識が薄い。その要因

としては大学側の改革が全体として

十分に進展していないということも挙

げられるだろう。しかし、先んじて変

わっている大学も当然ある。次項でそ

の事例を２つ、紹介したい。

大学の独自性を支える3つのポリシー

出典：小林氏作成

アドミッション・ポリシー
入学者受け入れ方針

ディプロマ・ポリシー
卒業認定・学位授与方針

カリキュラム・ポリシー
教育課程編成・実施方針
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武蔵野大学データサイエンス学部

は2019年に開設された新しい学部だ。

企業においてDX（デジタルトランス

フォーメーション）が強く求められて

いる今、不足感のあるデータサイエ

ンス人材へのニーズは高まっており、

その意味でジョブ型との親和性が極

めて高い学問領域といえる。

ただし、同学部は「何を学ぶか」が

新しいだけではなく、「どう学ぶか」

DS2.0を担う人材を育成するスマート

ラーニングとはどのようなものなのか。

「選ぶ→学ぶ→創る」の
サイクルを4回繰り返す

「学生にはまず実社会のイシューに

触れ、問題意識を醸成し、この学部

で何をするのかということを自ら考え、

選んでもらいます。それを達成するた

めには新しい知識が必要だから勉強

し、自分の問題意識と新しい知識を

活用して実際にものを創る。この『選

ぶ→学ぶ→創る』というサイクルを1

年間で回し、レベルを上げながら4回

繰り返すというスパイラルアップ型教

育が特色の1つです」（上林氏）

従来の大学教育は積み上げ式が基

本だ。1年次に基礎を固め、2年次、3

年次と徐々に応用的な知識を積み重

ね、4年次にやっと大学における学び

の醍醐味である卒業研究に取り組む

ことができる。これに対して同学部の

についても新機軸を打ち出している。

その教育手法とはどのようなもので、

どのようなねらいがあるのか。学部

長・教授の上林憲行氏は、「本学部は、

GAFAやシリコンバレーで活躍する

『スマートクリエイティブ』を人材育

成目標とし、データサイエンスという

新学問をスマートラーニングという

新しい学習スタイルで学ぶことを目

指しています」と、説明する。

同学部のアドミッション・ポリシー

には、「データサイエンスを駆使した

課題発見と人工知能を活用した課題

解決や価値創造を担う創造的活動を

先導する人材を育成」とある。同学部

が志向するのは、DS2.0という世界観

だ。情報学を中心にデータ工学、人

工知能工学、統計工学を組み合わせ

た学問体系に基づき、機械学習をツー

ルとして活用することによって新たな

価値を創出することこそが、同学部

が 見 据 え るDS2.0で あ る。 で は、

スパイラルアップ型教育×教えない教育で
価値創造ができる人材を育成1

 C a s e

武蔵
野大
学

デー
タサ
イエ
ンス

学部

大学はこう変わっている。
2つの先進事例

上林憲行氏

武蔵野大学　データサイエンス学部
学部長・教授
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カリキュラムはいきなりその醍醐味を

味わえる。インターンシップも2年次

から始まる。これが、学生の自律性・

能動性を引き出す仕掛けとなっている。

また、授業方法にもポイントがある。

「本学部では20世紀型の教育に対す

るアンチテーゼとして『教えない教

育』を標榜しています。教員が教える

のではなく、学生同士がお互いに創

発し合いながら学ぶ『協調学習』を徹

底しているのです。教室も従来型の

大教室は使わず、すべてグループワー

ク用にレイアウトしています。教員が

正解を教えないのですから失敗もす

る。大歓迎です。失敗から学ぶこと

がスマートクリエイティブの大切な要

素ですから」（上林氏）

アジャイル教育、参加型教育、
社会連携教育が3つの軸

その教育体系は次の3つの軸に整

理することができる。

①アジャイル教育：トライ&エラー、

スパイラルアップ、アウトプット志向

②参加型教育：グループ協調学習、

プロジェクト型学習

③社会連携教育：社会連携プログラ

の大学の常識を覆すものだ。「試験は

一切行いません。アウトプットのみで

評価します。社会に出たら試験なん

てありませんから」（上林氏）

最新領域の知識はすぐ陳腐化
学び続ける力こそ重要

冒頭でジョブ型との関係について

触れたが、同学部の目的はデータサ

イエンス人材として働くために必要

な専門知識・スキルを身につけさせ

て社会に送り出すことにとどまらない。

なぜなら最新領域であればあるほど、

知識はすぐに陳腐化していくからだ。

「自律的・能動的に学び続ける力こ

そが社会では求められます。大学で

それを経験することによって、社会

に出てからも成長し続け、活躍する

人材になることができるのです」（上

林氏）

企業で実際に活躍している人材像

（＝スマートクリエイティブ）から逆

算して、その育成に必要な教育を組

み立て、提供する。武蔵野大学デー

タサイエンス学部の取り組みは、こ

れからの大学の1つのあり方を示唆す

るものといえるだろう。

ム、早期インターンシップ

「これらを有機的に結びつける役割

を果たしているのが全学生・教員が

参加するSlack上の実践学習コミュニ

ティです」（上林氏）

一連の新しい教育は早くも目に見

える成果を上げているという。「約3

割の文系出身者も含め、1年次の6月

にはオープンキャンパスで機械学習

ツールを使ったデモンストレーション

をしますし、翌年1月には企業を招い

た研究発表を行い、それらも高い評

価を受けています。基礎が身につい

ていない1年生にどれだけのアウト

プットが出せるのか懐疑的な人もい

ると思いますが、若者のポテンシャ

ルは相当に高い。機会さえ与えれば

自ら学んでどんどん伸びていきます

よ。私たちはその可能性を信じてい

ます」（上林氏）

Pythonのオンライン学習プログラ

ムを、想定を遥かに超えたペースで

学び進め、課題達成率700%に達する

学生や、学会発表で表彰される学生

も出てきている。その成長ぶりは教

員陣にとっても驚きだったという。

学習の成果の評価方法もこれまで

2019年度の授業の様子。グループワーク用にレイアウトされた教室
では、どの学生も主体的に授業に参加している様子がわかる。
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小林氏へのインタビューでも触れ

た通り、企業の人事から「大学で学生

がどのような力を身につけてきたのか

が見えにくい」という声がよく聞かれ

る。現在も成績評価書で履修した科

目や成績はわかる。しかし、企業が新

卒者に求めているコンピテンシーやリ

テラシーといったところまでは確認が

できない。そもそも成績の評価基準が

大学や教員によって異なるので評価

の指標にもなりにくい。

学修成果の可視化は文部科学省の

大学教育再生加速事業（AP）でも大き

なテーマとなっており、そこで例示さ

れたのがディプロマサプリメントだ。

ディプロマサプリメントは、国によっ

て高等教育の制度が異なる欧州で、

学生が身につけた力を比較可能な形

ている。

東京都市大学のディプロマサプリ

メントには定量情報と定性情報が掲

載される。項目は現時点で以下の通り。

定量情報：①リテラシー基礎力、②

コンピテンシー基礎力、③語学力、

④基礎学修力、⑤専門学修力、⑥専

門実践力

定性情報：課外活動やインターンシッ

プ、ボランティア活動など、自分に

ついて伝えられる経験で、大学の教

職員が承認するもの

「現在、コンピテンシーとリテラシー

に関しては外部のアセスメントテス

トを活用しています。語学力は、語

学科目のGP（成績）、外部語学検定

のスコア、留学・海外インターンシッ

プなどの国際経験の3つを数値化し

て積算。基礎学修力と専門学修力は、

科目をすべて基礎と専門に振り分け、

それぞれのGPを積算。専門実践力

は卒業研究の成績や学会発表、ジャー

ナルへの掲載実績などを数値化して

積算し、算出しています」（住田氏）

これに定性情報を加えて、最終的

には1枚のシートにまとめられる。

1 ～ 3年次にも導入し、
学生の成長記録に活用

なお、欧州のディプロマサプリメ

式で証明する資料として定着している。

これを日本でも導入できないかという

APの呼びかけに応えて、日本版ディ

プロマサプリメントの開発に着手した

のが東京都市大学だ。学生支援部部

長兼教育開発機構室員で、日本私立

大学協会就職・キャリア支援委員会

副委員長も務める住田曉弘氏は開発

の経緯をこう話す。「もともと本学で

は、学生が自分で学修成果に関する

記録を残していくキャリアポートフォ

リオという仕組みを導入していました。

しかし、対外的に学修成果の見える

化を実現するためには、ここに教職員

も関わってもらう必要があるというこ

とで、タイミングよくAPの募集もあ

り、開発に手を挙げました」

コンピテンシー、学修力などを
定量評価の項目に採用

欧州と日本とでは大学制度が異な

り、企業が求める情報にも違いがあ

る。そこで、副学長をトップとする

教育開発機構で半年ほど、「日本版

ディプロマサプリメントはどのよう

なものにすべきか」について議論を

重ね、評価軸の内容などを検討。

2018年から一部の学科で試行的に制

度をスタートし、徐々に拡大、現在

も分析・検討・見直しの作業は続い

学修成果を可視化するために
日本版ディプロマサプリメントを開発2

 C a s e

東京
都市
大学

住田曉
あき

弘
ひろ

氏

東京都市大学　学生支援部　部長
教育開発機構　室員
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ントは卒業時に学位とセットで発行

されるものだが、東京都市大学では

プレ・ディプロマサプリメントとし

て、1年次、2年次、3年次にもそれ

ぞれ作成する仕組みを開発している

（下図）。

「そのねらいは、対外的に学修成果

を可視化するだけでなく、学内の教

職員、さらには学生本人にも、その

時点での到達点や成長度を可視化し

て、次に何を学ぶべきか、という視

点で教育や学修に活かしてもらうこ

とにあります。レーダーチャートが

だんだん大きくなっていくことで学

生は成長を実感でき、逆になかなか

伸びない項目があれば、教職員は何

を重点的に指導すればいいか、学生

はどこを強化すればいいかがわかる

という効果があります」（住田氏）

では、定量情報の基になる数値や

ろだという。「企業の人事評価に非常

に近いイメージです。教員だけでな

く、場合によっては自己評価や学生

同士の評価を含む360度評価も取り

入れられるといいですね。現在、卒

業研究については試行的に導入済み

で、PBL科目については開発中です。

できればそのほかの演習系科目にも

広げていきたいです」（住田氏）

もう1つの課題は、ディプロマサ

プリメントの標準化だ。企業が採用

時の資料や入社後の人材育成のため

の資料として活用することを考えた

場合、大学ごとに異なるディプロマ

サプリメントを作成していたのでは

使い勝手が悪い。

「標準化は大きな課題であり、目標

です。そのために他大学に向けても

本学の取り組みを発信し、普及に向

けた努力を続けています」（住田氏）

定性情報の記述は誰がどのように記

録 し て い く の だ ろ う か。「TCU-

FORCEというシステム上に学生自身

が自分のデータを入力し、教職員が

承認することで正式に記録されます。

なお、学生自身にこのツールを主体

的に活用してもらうために年2回ガ

イダンスを行っています」（住田氏）

他大学にも広く普及させ
標準化を実現していく

現時点での課題の１つは「成績評

価の客観性を担保すること」（住田氏）

だという。卒業研究やプロジェクト・

ベースド・ラーニング（PBL）科目は、

教員のみの評価だと主観に左右され

る懸念がある。そこで、複数の評価

項目をそれぞれ評価観点と学習者の

到達度でマトリクス化するルーブ

リック評価の導入を進めているとこ

東京都市大学における学修成果の可視化

出典：東京都市大学

定量情報

プレ・ディプロマサプリメント ディプロマサプリメント

1年次 2年次 3年次 卒業時

定性情報

● 学生に関する情報　● 履修履歴　
● 課外活動履歴　● 取得した資格に関する情報　など

● 学位の情報

リテラシー基礎力

専門
実践力

専門
学修力

コンピテンシー
基礎力

語学力

基礎学修力

リテラシー基礎力

専門
実践力

専門
学修力

コンピテンシー
基礎力

語学力

基礎学修力

リテラシー基礎力

専門
実践力

専門
学修力

コンピテンシー
基礎力

語学力

基礎学修力

リテラシー基礎力

専門
実践力

専門
学修力

コンピテンシー
基礎力

語学力

基礎学修力

1年次 2年次 3年次 卒業時
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何を学び、未来をどう考える？
大学生の実力と志向調査
大学教育の変化をここまで見てきたが、そこで学ぶ大学生のリアルな姿を浮き彫りにするため、
インターネット調査を行った。その結果を紹介していく。

どのような学習経験をし、それに

よって何を獲得しているのか。自身の

就職やキャリア、そして将来ジョブ型

で働くことに対してどのような考えを

持っているのか。これらを明らかにす

るために、採用学として就職を通じた

企業と学生の関係を研究する神戸大

学准教授、服部泰宏氏の協力を得て、

インターネット調査を行った。

たから」（34.9％）、「自宅から通える

から」（23.０％）といった、非常に現

実的な理由で大学を選んでいる学生

も少なくない。

大学選択の段階におけるキャリア

への意識を直接問う設問は、グラフ2

である。「かなり意識した」と「少し意

識した」を合計すると、約半数という

結果だった。ただし、「欧米の学生と

の比較はできないが、“大学のブラン

ド名が強い”というような意味での

“キャリアへの意識”も含まれるとする

ならば、日本の学生は大学を選択する

段階でのキャリアへの意識が非常に

強いとは言い難い」と服部氏は話す。

「学びたいことを最初に考え、次に偏

差値や大学の所在地、その学問は仕

事に役立つのか、というような現実的

な順番で考えていく姿が見えてくると

思います」（服部氏）

本調査の対象学生については右

ページ上を見てほしい。大学３・4年

生、修士１・2年生以上の男女それぞ

れ1024人、合計2048人から回答を得

た。専攻分野は多岐にわたり、文理

は明確には分けにくいが概ね半々程

度である。社会科学系、人文科学系、

工学系、医療・保健系が比較的多い

（右ページ上図参照）。

まず、今通っている大学を選んだ

理由を聞くと、「その大学の学部・学科

で学びたいことがあるから」（44.9％）、

「将来つきたい業種・職種に役立つと

考えたから」（17.7％）、「将来つきたい

業種・職種にはその学部・学科で学ぶ

ことが必須だから」（16.3％）、「学ぶ

内容が、就職に強いと考えたから」

（13.6％）など、将来のキャリアを意識

して選択している人が一定数いること

がわかる。「偏差値がちょうどよかっ

キャリアを意識して大学を選んだ
学生は約半数。学びたいことと
現実感を勘案して選択

T h e m e

大学の専攻を
どのように

決めたのか

1

服部泰宏氏

神戸大学大学院
経営学研究科　准教授
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調査手法 インターネット調査
調査期間 2020年12月24日～
 2021年1月5日
有効回答数 2,048人
 ＊15～21ページのグラフは、
 当調査に基づきすべて編集部作成

回答者2,048人の内訳

性別 男性：1,024人（50.0％）
 女性：1,024人（50.0％）

学年 大学3年生：774人（37.8％）
 大学4年生：1,018人（49.7％）
 大学院（修士）1年生：118人（5.8％）
 大学院（修士）2年生以上：138人（6.7％）

大学生の学びとキャリア観に関する調査
専攻分野 ％
法学・政策系 7.4

経済・経営・商学系 15.4

社会・環境情報系 3.7

外国語・国際文化系 6.0

人文系 10.3

教育系 6.9

宗教・神学系 0.1

体育・芸術・音楽系 3.2

機械系 4.4

数学系 1.4

電気・電子系 2.3

情報工学系 4.0

物理・応用物理系 1.6

建築・土木系 3.6

生活科学系 1.8

生物・生命科学系 2.8

化学・物質工学系 4.0

資源・地球環境系 1.0

農業・農学系 2.8

水産系 0.2

専攻分野 ％

畜産・酪農系 0.1

薬学系 3.0

医療・保健系 5.7

医学・歯学系 2.7

獣医系 0.1

衛生医療・介護系 0.6

その他文系 3.5

その他理系 1.6

専攻分野 ％

Q大学を選んだ理由は？（複数回答）

Q大学選びで
将来のキャリアを
意識した？

4.4

4.7

5.6

6.9

10.4

13.5

13.6

16.3

17.7

21.8

23.0

34.9

44.9
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その他

AO入試など、自分の得意分野で受験できたから

外国人が多い、施設が充実しているなど、学ぶ環境に魅力を感じたから

その大学の学部・学科に魅力的な教授がいるから

学校推薦があったから

親・学校の先生などに勧められたから

学ぶ内容が、就職に強いと考えたから

将来つきたい業種・職業にはその学部・学科で学ぶことが必須だから

将来つきたい業種・職種に役立つと考えたから

大学名のブランド力が強いから

自宅から通えるから

偏差値がちょうどよかったから

その大学の学部・学科で学びたいことがあるから
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では、大学・大学院で実際に、ど

れくらい勉強し、どのような学びを得

ているのか。

試験期間中ではない平日1日あた

りの勉強時間は、グラフ３の通りだ。

1時間～ 2時間未満が30.2％、2時間

～ 3時間未満が11.2％、3時間以上も

12.0％と、勉強をしっかりしている層

が半数以上いる。休日の1日あたりの

勉強時間も、ほぼ同様の傾向を示し

ている。

そして、グラフ4は、大学でどのよ

うな学びの機会が与えられているかを

聞いたものだ。８ページで、「ティー

チングからラーニングへ」という学び

方の変化について言及したが、確か

に「議論やグループワークなど、周囲

の学生との頻繁な相互作用を行う機

会」（「頻繁にあった」「かなり頻繁に

には関わりがあるのかを見てみよう。

「社会に出た後に役立つ、実践的な知

識や技能を習得する機会」が「かなり

頻 繁にあった」という人のうち、

39.3％をグラフ２で「かなり意識した」

と回答した人が占める。これは、「か

なり意識した」と回答した人は全体の

15.2％にすぎないので、相当高い占有

率だと考えられる。同様に、「職業生

活／キャリアについて考える機会」は

44.1％、「議論やグループワークなど、

周囲の学生との頻繁な相互作用を行

う機会」は40.６％、「数量的なデータ

の分析や数値処理を行う機会」は

36.8％、「インタビューやフィールド

ワークなど、定性的なデータを収集

／分析する機会」は46.0％といずれも

高い。

このように見ると、大学がこれらの

機会を提供する・しないにかかわらず、

キャリア意識を持って入学してきた人

たちは、大学で多様な経験、多様な

学びを獲得できていると感じていると

いえそうだ。

グラフ5と6は英語とITのスキルに

ついて聞いている。それぞれ、一定以

上のレベルの学生がいることを理解し

ておきたい。特にITスキルは、最近

の学生はスマホばかりでパソコンを使

えない、という言説があるが、このデー

タを見る限り、Excel、PowerPointに

おいてはそうとはいえないようだ。

あった」の合計が47.6％）、「人前でプ

レゼンテーションする機会」（同

43.0％）というように、講義を聴くだ

けではない多様な学びを経験する姿

が浮かび上がってくる。

一方で、キャリア形成という意味で

は、「職業生活／キャリアについて考

える機会」は同じく39.9％の人が経験

していると回答しているが、それと比

較すると「社会に出た後に役立つ、実

践的な知識や技能を習得する機会」は

同30.5％とやや低くなる。大学が提供

するキャリア形成の支援は、実践的な

知識、スキルを身につけるよりも、将

来のキャリアについてどうとらえ、ど

こに就職するかを考えさせる機会のほ

うが多そうだ。

グラフ4の大学での学びの経験と、

グラフ2の大学選択時のキャリア意識

講義を聴くだけではない
多様な学びを経験。社会に出て
役立つ経験をしている実感は低い

T h e m e

授業での学習とその
成果とは？
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Q平日の勉強時間は？
グラフ3
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その他

専門分野の英語（その他言語）のカンファレンスに出席し、内容を理解できる

オフィシャルな場で目上の外国人と英語（その他言語）で話ができる

目上の人に対して丁寧な文章で英語（その他言語）でメールが書ける

英語（その他言語）でディスカッションができる

英語（その他言語）でレポート・論文が書ける

英語（その他言語）のニュースを聞いて理解できる

英語（その他言語）で外国人の友達とメールでやりとりできる

英語（その他言語）でプレゼンテーションができる

英語（その他言語）でパワーポイントの資料が作成できる

1人で海外を旅行できる

専門分野の英語（その他言語）のレポート・論文が読める

英語（その他言語）のニュースや新聞、雑誌が読める

外国人の友達と日常的な会話ができる

特にない
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5.8
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15.6

16.7

19.1

21.2
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48.2
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41.5
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67.8

68.7

74.5

79.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

スライドを作ることができる

スライドの、フォントや文字のサイズの変更ができる

スライドに、表やグラフを作成することができる

スライドショーの実行ができる

スライドの、文字や図形などのオブジェクトにアニメーション効果が設定できる

ノート表示モードで、ノートに書き込むことができる

表を作ることができる

データから、グラフの作成ができる

関数を使用して、四則演算ができる

関数を使用して、データの抽出ができる

複数のシートをまたいでデータの集計ができる

ピボットテーブルで、データ分析が行える

マクロ機能で簡単な作業の自動化ができる

実際のプログラミング作業で、配列や連結リスト、ディクショナリなどを使用できる

ソート、検索、データ構造トラバーサル、データ取り出しアルゴリズムの知識がある

コンパイラ、リンカ、インタプリタの基礎知識がある

保有しているスキルはない

Q .保有している ITスキルは？

Excel

PowerPoint

プログラミング グラフ6 Q保有している
ITスキルは？（複数回答）

（%）

Q英語でできること、
経験のあることは？（複数回答）

グラフ5

（%）

Q大学時代に得られた経験は？
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社会に出た後に役立つ、実践的な知識や技能を習得する機会

職業生活／キャリアについて考える機会

多くの課題／宿題をこなす機会

自身の意見やアイデアに対して教員などからフィードバックされる機会

議論やグループワークなど、周囲の学生との頻繁な相互作用を行う機会

ビジネスパーソンなど、大学教職員以外の人とやりとりする機会

人前でプレゼンテーションをする機会

大量の情報・文献を収集し、まとめる機会

数量的なデータの分析や数値処理を行う機会

インタビューやフィールドワークなど、定性的なデータを収集／分析する機会

まったくなかった あまりなかった どちらともいえない 頻繁にあった かなり頻繁にあった

6.0 27.5 36.0 24.8 5.7

4.0 22.2 33.8 33.3 6.6

2.4 13.9 28.5 39.6 15.6

4.1 22.0 34.9 33.0 6.1

3.1 17.7 31.7 39.5 8.1

11.5 32.3 33.4 19.7 3.0

3.3 20.1 33.6 34.8 8.2

4.1 18.1 32.9 35.2 9.8

8.1 23.0 32.4 29.0 7.6

11.9 29.4 32.1 21.7 4.9
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社会に出た後に役立つ、実践的な知識や技能を習得する機会

職業生活／キャリアについて考える機会

多くの課題／宿題をこなす機会

自身の意見やアイデアに対して教員などからフィードバックされる機会

議論やグループワークなど、周囲の学生との頻繁な相互作用を行う機会

ビジネスパーソンなど、大学教職員以外の人とやりとりする機会

人前でプレゼンテーションをする機会

大量の情報・文献を収集し、まとめる機会

数量的なデータの分析や数値処理を行う機会

インタビューやフィールドワークなど、定性的なデータを収集／分析する機会

まったくなかった あまりなかった どちらともいえない 頻繁にあった かなり頻繁にあった

6.0 27.5 36.0 24.8 5.7

4.0 22.2 33.8 33.3 6.6

2.4 13.9 28.5 39.6 15.6

4.1 22.0 34.9 33.0 6.1

3.1 17.7 31.7 39.5 8.1

11.5 32.3 33.4 19.7 3.0

3.3 20.1 33.6 34.8 8.2

4.1 18.1 32.9 35.2 9.8

8.1 23.0 32.4 29.0 7.6

11.9 29.4 32.1 21.7 4.9

グラフ4

（%）
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64.6

67.8

68.7

74.5

79.9
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スライドを作ることができる

スライドの、フォントや文字のサイズの変更ができる

スライドに、表やグラフを作成することができる

スライドショーの実行ができる

スライドの、文字や図形などのオブジェクトにアニメーション効果が設定できる

ノート表示モードで、ノートに書き込むことができる

表を作ることができる

データから、グラフの作成ができる

関数を使用して、四則演算ができる

関数を使用して、データの抽出ができる

複数のシートをまたいでデータの集計ができる

ピボットテーブルで、データ分析が行える

マクロ機能で簡単な作業の自動化ができる

実際のプログラミング作業で、配列や連結リスト、ディクショナリなどを使用できる

ソート、検索、データ構造トラバーサル、データ取り出しアルゴリズムの知識がある

コンパイラ、リンカ、インタプリタの基礎知識がある

保有しているスキルはない

Q .保有している ITスキルは？

Excel

PowerPoint

プログラミング
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グラフ10Q経験した
インターンシップの
タイプは？
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34.6
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2.4会社説明・セミナー型

（1日～数日）

業務体験セミナー型
（1日～数日）

現場就業型（中期～長期）

自社ビジネス連動
プロジェクト型（短期～中期）

課題解決プロジェクト型
（短期～中期）

その他

Qダブルスクールの経験は？

グラフ8

Qインターンシップの
経験は？

グラフ9

留学やダブルスクールは少数派
インターンシップは半数経験するが
“職業経験”はほとんどできていない

T h e m e

授業以外の
学びの経験は？

3

Q留学経験は？グラフ7

（%）（%）

（%） （%）

18 Works No.164  Feb–Mar 2021



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

10.1
8.4

32.8

48.7

まったく関係ない

少し関わりがある
かなり関わりがある

就職は決まっていない

では、授業以外では、学生はどこ

でどのような経験をしているのか。

留学経験を持つ学生は15.3％（グ

ラフ7）、ダブルスクールの経験を持

つ学生は3.7％（グラフ8）といずれも

少数派であるが、その期間にはやや

違いが出た。留学経験は１カ月未満

が43.9％、半年以上の本格的な留学

経験は23.2％と、短期留学が圧倒的

に多い。一方、ダブルスクール経験

者は数こそ少ないが、１カ月未満は

11.8％とむしろ少なく、半年以上1年

未満が19.7％、1年以上が44.7％と、

半年以上の合計が７割近くにも及ぶ。

ダブルスクールの領域は、公務員試

ている。実際に就業体験ができる、「自

社ビジネス連動プロジェクト型」「現場

就業型」は合計しても10％にも満たな

い状況だった（グラフ10）。

留学やインターンシップの経験と、

先のグラフ2の大学選択時のキャリア

意識との関連はあまり見られなかった。

一方で、キャリアを「かなり意識した」

層は、ダブルスクール経験のある人の

なかでの占有率が高い。自らが描く

キャリアを確実なものにしたい、とい

う人もいると思われるが、キャリアの

実現のためには大学での教育だけで

は不十分と考える人が、ダブルスクー

ルへ向かっている可能性がある。

験対策（28.9％）、法律・会計・経理

などの事務関連スキル（25.0％）、語学

関連（21.1％）、IT関連（プログラミン

グ）（19.7％）などが上位に位置する。

その目的は、「就職や将来のキャリア

に活かすため」が８割近くに上った。

インターンシップとなると、ぐっと

経験者が増え、経験のある人は46.5％

と約半数である（グラフ9）。しかし、

これも回数を見ると、１回限りという

人が66.6％を占め、インターンシップ

のタイプを聞いた質問では、採用プロ

セスの一部として行われる会社説明・

セミナー型（34.6％）、業務体験セミ

ナー型（44.0％）が圧倒的多数となっ

グラフ11は、就職先と大学との学

びの関連を聞いたものだ。「まったく

関係ない」という学生が32.8％を占め

る。大学3年生や修士1年生も対象で

あるため就職が決まっている学生は約

半数。そのうちの約6割は大学や大学

院で獲得した専門性と就職先の関係

性を否定していることになる。

専攻分野で見ると、比較的関わりが

高いのは、教育系、機械系、情報工

学系、建築・土木系、資源・地球環

境系、医療・保健系などだ。逆に「まっ

たく関係ない」という回答が多かった

のは、文系の専攻がほとんどである。

専攻分野と就職先の関連は薄い
ジョブ型を志向する学生は
社会に出て活躍したい意欲が高め

T h e m e

就業観やキャリア観は？

4

Q就職先と大学との学びの関連は？
グラフ11

（%）
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Qキャリア観は？
グラフ13
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将来の保障や安定を得ることは重要なことだと思う

社会に役立つと感じるような職業経験を送りたいと思う

専門分野で能力を発揮できたらいいと思う

自分、家族、職場のニーズを統合できるような仕事が理想だ

仕事のやり方を自分自身で決めることのできる仕事をしたい

組織での高い地位よりも、自分自身で事業を起こすほうがよい

組織のリーダーとして決断をするような仕事をしたい

難しい問題に挑戦しつづけるような仕事をしたいと思う

副業をするなど、1つの雇用先にとらわれずに仕事をしたい

結婚後（あるいは子供ができた後）には、専業主夫・主婦になりたい

まったくそう思わない あまりそう思わない ややそう思わない

ややそう思う わりにそう思う 非常にそう思う

Q就職先選びの基準は？
グラフ12
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6.9 20.4 39.9 25.2 7.6

3.1 17.1 47.7 28.3 3.8

25.8 23.6 30.3 15.7 4.6

まったく重視しない 重視しない どちらともいえない 重視する 極めて重視する

職場の人間関係が良好である

休日・休暇がしっかり取れる

福利厚生がしっかりしている

教育研修制度がしっかりしている

給与が高い

獲得できる知識・スキルが豊富だ

子供ができても仕事を続けられる

男女や国籍などによらず活躍の機会がある

年齢にかかわらず仕事を任せてもらえる

残業がない

大学時代に学んだ専門を活かせる

転勤がない

1つの専門の仕事を極めていける

職種や領域をまたいで異動し、多様な経験ができる

リモートワークができる

その会社のOB・OGが活躍している

終身雇用である

仕事がラクそう

副業ができる

実力主義である

海外勤務ができる
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獲得できる知識・スキルが豊富だ

子供ができても仕事を続けられる

男女や国籍などによらず活躍の機会がある

年齢にかかわらず仕事を任せてもらえる

残業がない

大学時代に学んだ専門を活かせる

転勤がない

1つの専門の仕事を極めていける
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終身雇用である

仕事がラクそう
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将来の保障や安定を得ることは重要なことだと思う

社会に役立つと感じるような職業経験を送りたいと思う

専門分野で能力を発揮できたらいいと思う

自分、家族、職場のニーズを統合できるような仕事が理想だ

仕事のやり方を自分自身で決めることのできる仕事をしたい

組織での高い地位よりも、自分自身で事業を起こすほうがよい

組織のリーダーとして決断をするような仕事をしたい

難しい問題に挑戦しつづけるような仕事をしたいと思う

副業をするなど、1つの雇用先にとらわれずに仕事をしたい

結婚後（あるいは子供ができた後）には、専業主夫・主婦になりたい

まったくそう思わない あまりそう思わない ややそう思わない

ややそう思う わりにそう思う 非常にそう思う

（%）

（%）
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Qジョブ型で働きたい？
グラフ15
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就職先選びの基準を見てみよう。

グラフ12は、「まったく重視しない」

を1として、「極めて重視する」の5ま

で5段階で数値化して平均点を出し、

点数の高いものから順に並べている。

つまり、上にあるものほど回答者が重

視していると考えられる。1位の職場

の人間関係を除くと、上位に2つの傾

向がある。1つは、「休日・休暇がしっ

かり取れる」「福利厚生がしっかりし

ている」「給与が高い」など、待遇や

ワークライフバランスを重視する学生

の現実的な姿が浮かび上がっている

こと。もう1つは、「教育研修制度が

しっかりしている」「獲得できる知識・

スキルが豊富だ」など、個人としての

成長への貪欲さが垣間見えることだ。

これについて、服部氏は、「現代の

若者は安定志向とよくいわれますが、

従来の“寄らば大樹の陰”という大手

志向、終身雇用志向とは異なります」

と指摘する。グラフ13（12と同様に平

均点の高い順）のキャリア観も、「将来

の保障や安定を得ることは重要だと思

う」がトップにあるが、「この保障や安

定の志向は、決して会社に依存しよう

としているのではありません。彼らは、

自らの能力やスキルを高めることに

よって安心を得ようとしているので

す」（服部氏）と分析する。確かに、「専

門分野で能力を発揮できたらいいと

思う」も、重視する学生は多いのだ。

ジョブ型を「知っている」あるいは

「少しは知っている」と回答した学生は、

合計で4割程度だ（グラフ14）。正確

に理解しているかわからないという前

提ではあるが、そのなかで、ジョブ型

に企業が移行することを自分にとって

よらず活躍の機会がある」（61.3％）、

「その会社のOB・OGが活躍してい

る」（61.8％）と、全体の53.9％よりも

高い傾向を示している。「仕事がラク

そう」（62.9％）のように、ジョブ型で

領域を狭めるほうが仕事の難度が下

がると考える人もいるようだが、全体

ではジョブ型で働きたいとする人の仕

事で活躍したいという意欲は高い傾

向にあるといえそうだ。

ジョブ型で働きたい人のキャリア観

も、同じ傾向を示している。「組織で

の高い地位よりも、自分自身で事業を

起こすほうがよい」（72.0％）、「組織

のリーダーとして決断をするような仕

事をしたい」（69.4％）、「専門分野で

能力を発揮できたらいいと思う」

（73.3％）などが高い結果が出ている。

「プラスだと思う」と答えた人は79.8％

いる。そして、ジョブ型で「働きたい」

という学生は53.9％だった（グラフ15）。

ジョブ型で働きたい人の専攻による

傾向は、やはり理系が多いが、法学・

政策系、経済・経営・商学系、社会・

環境情報系などの社会科学系も平均

値とほとんど変わらない。

グラフ12の就職先選びの基準と

ジョブ型で働きたいかどうかをクロス

集計すると、「1つの専門の仕事を極

めていける」を「極めて重視する」学生

のうち74.7％がジョブ型で働きたいと

するほか、「大学時代に学んだ専門を

活かせる」（72.2％）、「副業ができる」

（64.9％）、「実力主義である」（65.0％）、

「年齢にかかわらず仕事を任せてもら

える」（62.2％）、「男女や国籍などに

Qジョブ型を
知っている？

グラフ14

（%）

（%）
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欧米のジョブ型の本質とは。
大学との関係を探る
欧米企業の多くは、ジョブ型の人材マネジメントを行っている。実際にそれはどのようなものか。
また、それを支える大学はどのような教育を行っているのか。
日本のSchool to Workを考える前に、欧米のありようを学ぶ。

現在、日本で起こっているジョブ型

への移行に関する議論では、ジョブ

ディスクリプションを明確にするため

に決められた以外の仕事をしなくなる、

未経験の新卒採用をしないため若年

失業率が上がるなど、批判や懸念が

多いのは事実である。しかし、「ジョ

転職も多く、法律への配慮はいるもの

の雇用調整を行い、人材の流動性も

高い。ジョブというものを個人と会社

が取引する市場ができ上がっていま

す」（白井氏）

市場では、個人はよりよいジョブを

取り合い、企業はよりよい人材を取り

合う。競争原理が働くため、個人はよ

りよい報酬のジョブを獲得するために

より高度な知識や技術、スキルを獲

得しようとし、入社後は自らの市場価

値を高めるためにより高いパフォーマ

ンスを上げようとする。会社は優秀な

個人を引きつけ、引き留めようと、よ

りよい会社であろうと努めるのだ。

メンバーシップ型のエコシステムは、

これと対極にある。人の出入りを前提

としない、流動性の低い個社に閉じた

ものだ。「新卒入社の競争は厳しいで

ブ型の本来の姿に照らすと、さまざま

な誤解もある」と、マーサー ジャパン

の取締役執行役員の白井正人氏は話す。

市場でジョブを介して
個人と会社が取引する

まず、ジョブ型について、「日本企

業のなかには、ジョブディスクリプ

ションを定義することだと思っている

人が少なくありません。ジョブディス

クリプションを採用時に決めても、入

社後の現場のマネジメントや評価に

おいて厳密に運用している企業は多く

ありません。ジョブ型の本質はジョブ

やそれに伴うグレードではなく、その

“エコシステム”のありようにあると理

解してほしいのです」と、白井氏は説

明する。「ジョブ型のエコシステムでは、

“人の出入り”が前提となっています。

雇用管理 ジョブ型とはジョブを定義することではない
“人の出入り”前提の
競争原理の働くエコシステムだ

白井正人氏

マーサー ジャパン　取締役　執行役員
組織・人事変革部門　日本代表
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1970年代～ 1990年代後半～ 2000年代後半～ 2010 年代後半～

すが、メンバーシップを大事にするた

め、入社後は競争というものを前面に

出しません。雇用調整も原則行いませ

ん。これが、意欲もパフォーマンスも

低い人材が滞留することにもつな

がってしまっています」（白井氏）

ゲームチェンジが本格的な
ジョブ型への移行を促す

白井氏によれば、今、日本で起き

ているジョブ型への移行の動きは3度

目にあたるという。「2度目までと異な

り、今回は本格的にエコシステムを転

換し、競争原理に則った雇用管理を

志向する企業が一部出てきています」

（白井氏）

上の図が、日本における雇用管理の

これまでの流れである。日本企業がバ

バル展開という意味で、「一定の効果

があったものの、ジョブ型のエコシス

テムには程遠いものだった」（白井氏）

という。3度目の今回は、何が異なる

のか。「今回のきっかけが、大きなゲー

ムチェンジであることです。ビジネス

モデルを大きく変える。先端テクノロ

ジーを使って新しいものを生み出す。

閉じたコミュニティではこうした変革

を起こせる人が出てきません。外から

できる人を採用する、つまり、戦略に

合わせて人の入れ替えを本格的に始

める重要性が高まってきたのです（図

中❸）」（白井氏）

既に変化は起こっている。デジタル

人材の採用の世界だ。「従来の報酬水

ブル期まで普通に行ってきた職能主義

（図中⓿）は、高度成長期において機

能した仕組みだ。「1980年代後半から

1990年代はじめまで、日本企業の給

与水準は世界一高かった。バブル崩

壊後から2000年代前半にかけて、人

件費の抑制のために役割や職務による

成果主義を導入していきました。これ

が１回目の、ジョブというものへの意

識の高まりでした（図中❶）」（白井氏）。

２回目は、2000年代の後半に訪れる。

「このきっかけはグローバル化でした。

いよいよ日本で人口減少が始まり、海

外に出て行かざるを得なくなりました。

すると、海外とジョブグレードや評価

制度を揃える必要性が出てきたのです

（図中❷）」（白井氏）

これらは、人件費の抑制やグロー

日本型人材マネジメントのジョブ型への歴史

人材マネジメントの
類型 ₀ 職能 ❶ 役割・職務

（内部公平性重視）
❷ 役割・職務
（内外バランス）

❸ 役割・職務
（外部競争力重視）

高度成長期の終焉 バブル経済崩壊 グローバル化 デジタル化、働き方改革
コロナショッック背景

資格と役職の分離 役割・成果主義 グローバルグレード ジョブ型キーワード

成長鈍化による
ポスト不足への対応

年功処遇による
過払いの削減

グローバルでの整合
市場価値への一部対応

外部労働市場との整合
キャリア自律 

（結果、グローバル統一）
主なねらい

職能資格 管理職 :役割・職務 
一般社員 :職能

役割・職務 
※内部貢献序列で報酬決定

職種×役割・職務 
※職種別市場価値典型的な人事制度

既存社員 – 定年退職 + 新卒 戦略・事業計画ベース要員計画

新卒一括中心 職種別採用
（新卒・中途）

新卒一括中心+ 
職種別中途採用

ゼネラルローテーション 社内公募中心
サクセション

ゼネラルローテーション
サクセション配置

OJT、階層別研修 OJT、e-Learning
選抜研修

OJT、階層別研修
選抜研修教育

原則なし 希望退職あり
退職勧奨あり希望退職あり雇用調整

個人（売手）が
配置（売物）決定
報酬は市場価値ベース

（市場取引）

出典：白井氏作成

国内で普及した時期
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準では、欧米企業にどうしても獲得競

争で負けてしまう。そこで、市場原理

に基づいて新卒の初任給を大きく上

げる企業が出てきました。このような

ことが、徐々に全体に広がっていくと

考えられます」（白井氏）

企業が注視すべきは、若い人材の

視線だ。「企業の雇用システムは日本

の年金システムと同じような構造だと

思っています。もし、若者に選択権が

あるのならば、今の中高年に比べて圧

倒的に損をするから年金に加入しな

いという人が多く出るでしょう。メン

バーシップ型にも同じような感覚を

持っています。どこで働くかという選

択権は、年金と異なり個人が持ってい

ます。優秀な人材ほど、メンバーシッ

プ型の企業を選択しなくなっていきま

す」（白井氏）

“人事は戦略に従う”
採用システム

では、本特集で考えているSchool 

to Workは、ジョブ型のエコシステム

ではどのようになっているのか。

「メンバーシップ型とジョブ型の違い

を、新卒採用なのか、欠員補充なの

かという点だけでとらえてはミスリー

ドする」と白井氏は指摘する。「欧米で

も未経験の新卒採用がないわけでは

ありません。営業のジュニア職など、

ゆるやかなジョブを定義しながら未経

験で採用することも少なくない。ただ、

その採用というものの考え方そのもの

がまったく異なるのです」（白井氏）

企業によってもちろん違いはあるが、

日本企業の新卒一括採用では、既存

の社員の人数、定年退職する社員の

と産業が作ったエコシステムは非常に

うまくできていたと思います」（白井

氏）。従来の新卒一括採用では、職種

別採用はほとんど行われず、入社後に

配属が決まり、事業戦略が変われば領

域や職種をまたいで異動する。「する

と、やはり企業が求めるのは、専門性

の高い人材よりも、“地頭”がいい人材

ということになり、教育内容よりも入

試難易度が重要になります」（白井氏）

ジョブ型の競争原理が働くエコシ

ステムではどうか。「マーケットプラ

イスが高まる人材を育成する学部・

学科が当然に増えます。そのほうが学

生が集まり、大学の経営状態も安定

するし、企業からの評価も高まるから

です」（白井氏）。今後、企業がジョブ

型を選択し、専門知識やスキルを見

る採用に変われば、大学はそういう方

向に動かざるを得ない。産業界がどの

ようなエコシステムを作っていくかが、

高等教育機関のありようを決定してい

くといえるだろう。

人数によって例年採用する人数が決

まっており、景気の動向で増減させる

というのが一般的だ。「数の決定が既

存の従業員数ベースで行われます。

一方でジョブ型の場合、事業からの

逆算で採用する人材要件、人数が決

まります。今年は戦略が変わって、こ

この事業を強化しなければならない。

次世代のために新しい事業を始める。

このようなとき、異動は本人同意が前

提ですから、そう簡単に人を動かせな

い。既存の人員で難しい場合には、外

部から採用してくるのです」（白井氏）

未経験の新卒も、戦略上必要であ

れば、当然採用する。事業の方針によっ

て人の入れ替えが行われ、競争力を

高める方向に動くのがジョブ型雇用の

エコシステムである。

そして、高等教育機関もエコシステ

ムの一部だ。「高等教育機関にとって

は、産業界が求める人材を輩出するの

が確実な“勝ちパターン”です。そうい

う意味では、高度成長期に日本の教育

次に、ジョブ型が一般的な国にお

いて雇用システムを大学など高等教

育機関がどのように支えているのか、

学びと職業がどのように結ばれている

のかを明らかにしていきたい。ドイツ

を中心に欧米の教育機関における職

業教育を研究する京都先端科学大学

客員研究員、名古屋大学名誉教授の

寺田盛紀氏は、「基本的に欧米では、

高等教育機関での職業教育が教育の

教育
ジョブ型の欧米では
教育と産業をつなぐ
“架け橋”が存在する
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法制度のなかでしっかり位置づけられ、

教育と産業をつなぐ“架け橋”となっ

ています」と話す。

学校で学ぶ専門の先に
必ず職業があるドイツ

まず、ドイツについて見ていく。個

人のキャリア形成を比較したとき、「日

本は多くの人が同一企業のなかで異

なる職能・職種を移動するのに対し、

ドイツでは同職能・職種のなかで企

業間を横断的に移動する」（寺田氏）

ことが大きく異なる点だ。「労働組合

も職種ごとを基本に形成されるなど結

びつきは非常に強く、大きくは16世

紀から続くマイスター・徒弟制度がそ

の基盤となっています」（寺田氏）

マイスター制度というと、私たちは

手工業の領域だけをイメージしがちだ

が、専門労働者という資格の取得に

つながる現在の職業教育ではほかに

工業、商業、農業、自由業、家政の

６分野、実に330程度の職業に分かれ

ている。うち半数程度はマイスター資

格取得につながる。「マイスター資格

を取得するには一定以上の学歴と実

務経験が必要となり、取得すれば社

会でかなりの尊敬を得られます。その

ため、日本のように有名な大学に入っ

て有名な会社に入り、そこで出世する

という縦型の単一モデルをほぼ全員

が羨ましいと考える社会ではありませ

ん。管理職能と技能系、実践系の人々

を比べる意識がかなり希薄です。一

人ひとりがそれぞれ目指す職業に就く。

そのために学校で学ぶ専門の先に、必

ず職業がある。それがドイツの社会で

す」（寺田氏）

います。ギムナジウムでは６年にわ

たって、たとえば外国語は３科目とい

うように徹底した質の高い教育を行っ

ているため、大学では専門教育に集

中できるのです」（寺田氏）

大学の学部は、法学系、医学系、

教育系、芸術系、工学系というように、

それほど日本と変わらない。「ただし、

日本と異なるのはその専門の先に、法

学系であれば法務、工学系はエンジ

ニアというように待ち受けている職業

を意識して、その領域の実践で役立

つ教育が行われていることです。さら

に、日本でも最近増えている情報や

福祉、国際といった職業準備の色合

いがより濃い領域は、専門大学という

もう1つの高等教育機関が担い、社会

からの新しい人材の要請にもしっかり

応えています。これが、職業教育を

支える２点目の仕組みです」（寺田氏）

専門大学と日本における専門学校

の最大の違いは、学校教育法の一条

校としての枠組みに入っているかどう

かであり、ドイツの専門大学では修了

すれば学位取得が可能だ。「そして、

大学が上で専門大学が下、というよう

ご存じの方も多いと思うが、ドイツ

では中等教育に入る段階で多くの人

が職業選択を行う。学校の種類が、

中等教育修了後に職業に就くことを前

提とする基幹学校（修了後は工業技術

系のデュアルシステムに入る）、実科

学校（修了後は主に商業系や情報系な

どのデュアルシステムに入るか大学進

学をする）、修了後に高等教育機関に

進むことを前提としたギムナジウムに

分かれるためだ（ただし、1960～

1970年代に複線型の中等教育システ

ムが格差を生むという批判があり、現

在では職業にも進学にも対応する総

合学校が一部存在する）。

基幹学校や実科学校では中等教育

の段階で職業教育などに向けて学び、

ギムナジウムや総合学校では高等教

育機関への進学を準備する。「アカデ

ミックな領域を修めなければなれない

職業に進む場合には、ギムナジウムを

経て、120の大学、180の専門大学、

50の芸術系の大学のいずれかで学び

ます。ドイツには基本的に日本の新卒

一括採用のような仕組みがなく、なん

らかの方法で職業訓練を経て職業資

格を取らないと就職できませんから、

高等教育機関も職業準備機関として

機能しているのです」（寺田氏）。それ

はどのように機能しているのか。寺田

氏は４つの角度から説明する。

大学よりも就職率が高い
専門大学という存在

１点目は、大学での教育が専門科

目に特化していることだ。「日本や米

国の大学で行われるような教養科目

は、ドイツではギムナジウムが担って

寺田盛
もり

紀
き

氏

京都先端科学大学　客員研究員
名古屋大学　名誉教授・研究員
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な社会的な序列も企業からの目もな

い」（寺田氏）という。たとえば企業が

大学・専門大学の能力特性の評価を

行った2013年のマイヤーの研究では、

専門知識については専門大学のほう

がよいとする回答（回答者である管理

職が大卒の場合16.6％、専門大卒の

場合28.1％）よりも、大学のほうがよ

いとする回答が多かったものの（同大

卒の場合47.7％、専門大卒の場合

33.0％）、実践性については大学のほ

うがよいとする回答者はおらず、専門

大のほうがよいとする回答がいずれも

９割前後を占めた。「給与に関しては

調査によって異なりますが、職種に

よって専門大卒のほうが高いことも少

なくありません」（寺田氏）

どこに就職しているかという割合を

見ると、「大卒者と専門大卒者の棲み

分けが存在することがわかる」（寺田

氏）という。「管理職や公務員は大卒

者が、管理職能のない職員や技能的

な有資格者は専門大卒者が多くを占

めています。そして、卒業後の就職率

で見ると、専門大卒者のほうが大卒

者よりも待機期間が短く正規職員とし

てのポジションを多く獲得しています。

さらに近年では、大学や専門大学

に進学しても、実務経験をより多く積

める仕組みが構築されている（下図）。

これが４点目だ。「専門大学にデュア

ル課程が入り、仕事をしながら専門知

識を学べる学校も増えてきています。

この課程を持つ大学の学生の卒業時

就職率は一般大学より高いといわれ

ています」（寺田氏）。また、ドイツの

大学は、日本の大学のようにほぼ全員

が18歳、19歳で入学するのではなく、

学びたいと思ったときに学べる場でも

ある。「大学にも、デュアルシステム

の修了者が学び直しに入学するケー

スも多くあります」（寺田氏）

一方、米国はどうか。米国の大学

では基本的に広く教養科目を学び、専

門を深めるのは大学院の役割だ。ドイ

ツと同様に企業間の移動によって職業

によるキャリア形成をしていく色合い

が強く、新卒一括採用という概念があ

まりないため、職業経験なしでの就職

は難しい。「しかし、ドイツと同様に

学生たちはインターンシップや、イン

ターンシップが授業に組み込まれた

COOP教育で実務経験を積むことが

できます」（寺田氏）。米国のインター

実践的な経験を持つ人材を教育機関

が育て、それを企業が受け止めるとい

う仕組みがしっかりと機能しているの

です」（寺田氏）

高等教育機関でも職業経験を
積む機会を豊富に

３点目は、ギムナジウムから大学に

進学し、実務経験がないままに修了

することを避けるための仕組みだ。そ

れが、企業実習である。「専門大学で

はそもそも１学期以上の企業実習を義

務づけている大学がほとんどで、学生

の参加率は90％にも上ります。一般

大学の学生もそれよりは低いですが、

概ね70％前後の学生が参加している

といわれています」（寺田氏）

企業実習には義務実習、任意実習、

入学前実習、卒後実習があるが、ど

れも長期という特徴があるという。「加

えていうならば、卒後実習とは、新卒

という概念がなく職業資格のみならず

経験を問われるドイツの就職市場に

あって、卒業後すぐに正規のポジショ

ンに就くことができず、それを獲得す

るまでに経験を積む重要な機会と

なっています」（寺田氏）

大学生のデュアル課程（学位+職業訓練）のフロー　大手自動車メーカーの電気・電子情報技術分野

出典：寺田氏提供資料より編集部一部改変

大学の学修 企業での職業訓練 企業での実習

月数 13 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.51 1 1 12 2 2

1年次 2年次 3年次 4年次 5年次
セメスター 1 2 3 4 6 75
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ンシップでの評価項目は、学生向けの

インターンシップ独自のものではなく、

「たとえば工学の分野では全米工学協

会が人材を認証する評価項目と同じ

ものというのが特筆すべき点」（寺田

氏）という。そこには、社会人基礎力

のみならず、自身の専門における現代

的問題の知識や技術的実践スキルな

ど、専門を問う項目が挙げられている。

さらに、米国には高等職業教育機

関としてのコミュニティカレッジが存

在する。バチェラーアソシエイトとい

う学位ではあるが、日本の専門学校と

は異なり、学位を取得することが可能

だ。「大学の学位を取ろうと思えば、

大学に編入できます。米国でも常に、

学び直しによる社会的な位置づけの

向上が可能なのです」（寺田氏）

“移行の架け橋”なき
専門教育という日本の課題

このようにドイツや米国の職業教育

では完全に分断されています。イン

ターンシップは短期のものがほとんど

であり、就職活動では業種や職種を

問わず大学の卒業見込みがあれば応

募でき内定を得られる可能性が開か

れる日本にあっては、高等教育機関に

おいて職業準備をさせ、企業がそれ

を受け止めているとはいえないので

す」（寺田氏）

寺田氏は、学校教育法第83条とい

う原点に立ち返るべきだと話す。同法

には「大学は、学術の中心として、広

く知識を授けるとともに、深く専門の

学芸を教授研究し、知的、道徳的及

び応用的能力を展開させることを目的

とする」とある。「この応用的能力の展

開という役割を具体化し、これを大学

に埋め込んでいくことが今、求められ

ていると思います」（寺田氏）

を概観してみると、日本の高等教育機

関の職業準備性の問題が見えてくる。

「1つは、高等教育機関における職業

教育の非体系性の問題です。高等教

育で取得した学位を職業資格と連結

する試みは、日本では主流になってい

ません。また、専門職大学も作られて

いますが、これも領域や数が限られて

います」（寺田氏）

もう1つの問題は、「“移行の架け橋”

のない専門教育」（寺田氏）だという

（上図）。これまで述べてきたように、

ドイツや米国ではたとえ大学でアカデ

ミックな研究をしていたとしても、職

業に結びつく実践教育がなされ、長

期の企業実習やインターンシップとい

う形で実務経験を積む。「日本では卒

業から入社までシームレスにつながっ

ている一方で、職業教育という意味

大学教育課程と就業生活との
関連図（日本・ドイツ）

出典：寺田氏により作成

ドイ
ツ

日本企業・仕事生活との
シリアルな補完関係

パラレルでデュアルな
連携関係

企業外継続教育機関

職業別労働

校内自習

専門座学

普通
教養

校内
自習

企業自習

専門教育

普通教育／教養教育

座学

配転を繰り返す就労

自己啓発

Off-JT/OJT

Off-JT/OJT
仕事
への
移行
に

断絶

正規
職ま
で待
機・

非正
規雇
用も
ある
が、

スム
ーズ

継続教育

仕事への準備・移行

継続教育・キャリアアップ

中等職業教育・
大学の専門教育

高校の職業教育・大学の専門教育

企業

企業・仕事生活

企業
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私たちの “現在地 ”と

ここ
から
始ま
る

時代に合わなくなった今、私たちはあ

らためて選択を迫られているのは間違

いない。それは日本企業の今後の宿

題である。そして、エコシステムを刷

新しようとするならば、社会全体の大

きな変革が求められる。その議論を始

めるためには、ステークホルダーの１

つである大学のことを、私たちはもっ

とよく知っておく必要があるだろう。

大学での学びは多様化
学生も機会を享受

ここまで紹介してきたように大学も

また、大きな変革を迫られている。少

子化やグローバル化の波のなかで大

学が見据えているのは、多様な社会

課題を解決するための人材ニーズへ

の対応だ。専門能力を育む教育、ビ

ジネスの基礎力を高める教育、そして

スピーディな環境変化に合わせて能

力を獲得するための“学ぶ力を学ぶ”

ことにも力を注ぐ。

大学は変化の途上ではあるが、そ

こで学ぶ学生たちへの調査は、大学

での学びが多様化していることを示し

ている。特に、キャリアへの意識を持っ

て大学に入った学生はその機会を十

分に享受しているかに見える。ただし、

大学で職業に必要な専門能力＝ジョ

ブに役立つ能力を身につけられたかと

いうと、そこには至っていない。専攻

した分野と就職先に関わりがあると回

答する学生はそれほど多くないのだ。

寺田氏が指摘したように、ドイツや

米国で盛んなインターンシップも、学

生が職業経験を積むためには非常に

重要であるにもかかわらず、日本では

採用を目的とした短期のものがほとん

どであり、非常に限定的である。教育

と職業の断絶の責任は、決して大学

のみが負うべきものではないのだ。

大学、企業とも見据えるのは
社会課題への対峙だ

ここまで取材して思うのは、大学と

産業界が見ている方向は異なってい

るわけではないということだ。双方と

も見据えるのは、日本や世界が突きつ

けられている社会課題にいかに対峙

していくかであろう。ただし、大きな

方向は合致しているものの、本当に欲

しい人材、育ててほしい人材のすり合

わせができていないように思う。

私たちはどのようにエコシステム、

教育と職業の架け橋を作っていくのか、

ここから未来を見据えて議論を始めた

い。大学教育と人のキャリアをどのよ

うにすり合わせていくのか。ジョブ型

を前提としたとき、企業は大学に対し

て何ができるのか。大学教育はどうあ

るべきなのか。そして、学生たちの学

びの多様化を企業はどのようにとらえ

るべきなのか。これらについて、企業

や大学がすべきことを4人の論客と実

践者に問いかけた。

ここまで見てきたことは、日本の大

学の変革の流れや実例、そこで育ま

れたリアルな学生の姿、そして欧米の

ジョブ型やSchool to Workという“現

在地”である。ここであらためて、そ

の“現在地”がどのようなものかを整

理しておきたい。

どのようなエコシステムを
私たちは選択するのか

白井氏、寺田氏の話から、ジョブ

型を前提とした社会では教育機関と

産業界のエコシステムが有機的に機

能している、別の言い方をすれば、教

育と職業をつなぐ堅固な架け橋がある

と学んだ。日本では、高度経済成長

という特殊な環境下に形作られた新

卒一括採用、年次管理、終身雇用を

前提とするエコシステムが成立してい

る。そして、そのエコシステムには教

育と職業の架け橋がほとんどない状

態だと寺田氏は指摘した。

今回、“ジョブ型”という今起こっ

ているムーブメントの視界でSchool 

to Workを考えたが、それを選択して

いくのかどうか、あるいは別の方法を

選択するのか、現状のエコシステムが

未来

ここ
から
始ま
る未
来
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日本におけるジョブ型への流れを
大学は支え得るのか
ここからは、日本においてジョブ型が導入されるならば、大学はどうあるべきかを
個人のキャリアや組織、大学での学びについての論客、実践者4人に語ってもらう。

いう早い段階で、長期の自身のキャリ

アを決める意思決定をしてもいいのか。

これらについて明治大学教授の野田

稔氏に聞く。

学問の要素に横串を通して
学ぶ学び方を学ぶ

「まず、高校までと大学での学びの

構成の違いを理解すべきです」と、野

田氏は話す。「高校までは国語、数学、

英語、歴史というように、学問を構成

する要素を要素ごとに学んでいます。

一方、大学では法学や経営学などそ

れらの要素を活用しながら学びます。

社会で起こっている課題は実際には

複数のテーマが絡み合っており、社

会課題にダイレクトに立ち向かうため

の武器を身につけるのが大学なので

す」（野田氏）。野田氏は自身が研究

してきた組織論を例に挙げる。組織

論に「最も重要なのは、国語の学習な

どで身につけた“人の心を理解する

力”」（野田氏）であり、そのうえで英

語力、数学、特に統計の基礎、歴史、

地理、社会の深い知識が必要だとい

う。「組織の課題を解決していくには、

これだけの学問領域の要素を駆使す

る力が求められます。もちろん、この

力をすべて大学のたった４年間で獲

得することは難しいため、社会に出て

からも学び続けなければなりません。

その意味で大学は、その生涯学び続

ける力を身につけるための場所と位置

づけられます」（野田氏）

ジョブ型を採用したとき、個人の

キャリア形成はどうあるべきかは検討

すべき重要なテーマの１つだ。大学で

職業に結びつく実践的な内容を学べ

るようにすべきなのか。大学入学前と

ジョブ型とキャリア形成をどのように
とらえるべきか。
そのとき大学は

野田 稔氏

明治大学大学院　
グローバル・ビジネス研究科　教授
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そのように大学をとらえたとき、大

学が実学教育に偏ってしまうと、「間

違った時間の使い方をすることになり

かねない」と野田氏は指摘する。「か

つて、“デカンショデカンショで半年

暮らす、あとの半年寝て暮らす”とい

う小唄がありました。デカルト、カン

ト、ショーペンハウエルを半年ひたす

ら学び、あとの半年はそれを熟考する。

デカンショは直接仕事に役立つかと

いうとほとんどの人にとってはそうで

はありませんが、深く学んだことを通

じて社会をどう見るのかを考え尽くす

経験が、後々とても役に立つのです」

では、仕事における専門知識をど

こで身につけるのかという問題に突き

当たる。「１つは、大学とは別の場所

が考えられます。米国のように大学で

広く学び、大学院で専門に進む方法

もありますし、大学時代にダブルス

クールをするという方法もあるでしょ

う」（野田氏）。また、たとえば医療や

福祉、情報工学など専攻と職業が直

く傾向があります。それが高校を卒業

した時点でできているかというととて

も難しいし、決めてしまうことが可能

性を狭めることになると思うのです」

（野田氏）

一般的には、高校生までに“得意”

と思ったことは、ある地域・ある層の

なかでの相対的な認識でしかない。

大学に入り社会に出ると、その領域を

得意とするレベルの高い人たちがたく

さんいることも多い。また、多くの人

や機会との巡り合わせのなかで、自分

が「人より得意だ」ともっと強く思える

領域を発見することもあるだろう。「実

際には高校卒業時点で自分の専門領

域を決めるのは非常に難しい。ジョブ

型を厳格に実践するならば、大学の

専門と採用する職種や領域を結びつ

けることが必要ですが、18歳の段階

では職業や領域を選択するほどには

アイデンティティが形成されていませ

ん。大学、そして社会に出てからの出

会いのなかでようやく定まっていく、

接結びついているような領域について

は、「18歳までにある程度、自分の目

指す方向が“腹決め”できている人向

けに、ドイツのような専門職大学など

の枠組みも効果的」（野田氏）ともいう。

そして、もう１つは「やはり企業で

仕事をしながら専門知識を身につけ

る従来のやり方です。これは日本人の

キャリア発達を鑑みると、合理性があ

ると私は考えています」（野田氏）

18歳で自らの専門を
見極めることのリスク

キャリア発達論では、10代の終わ

りから20代の初めにアイデンティ

ティが形成されるとするエリクソンの

論が有名だ。しかし野田氏は、「彼の

アイデンティティ論は日本人には当て

はまりにくい」と主張する。「日本人は

欧米人のように、神と対峙しながら個

としての絶対的な自分を形成していく

のではなく、他者との関係性のなかで

相対的に自分というものを見極めてい

個人のキャリアの成長

＊出世（間）　俗世の煩悩から解脱し、悟りを得ること。諸仏が衆生を救うためこの世にあらわれること。
リーダーシップの発揮

専門性の発揮未分化の状態

Entry
~Socialization Becoming a Leader

Self-BrandingⅠ
Acquire the Basic Skills

Self-BrandingⅡ
Establish Expertise

出世＊の
Period

『●社に
〇〇さんあり』

旗印を掲げる

『◎◎（領域）
ならば
〇〇さんだね』

仕事固有の
優秀性の構築

『〇〇さんて、
 優秀だね』

型を身につける

『〇〇さんも、
うちの人らしく
なったね』

心構えを
身につける
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というのが日本人のありようだとすれ

ば、ジョブを決めて採用するのではな

く、配置された仕事のなかで専門を見

極め、必要な知識を獲得していくこと

が理にかなっています」（野田氏）

野田氏は、日本人のキャリア成長

論を唱え、その段階ごとに達成すべき

“キャリアテーマ”があるとしている

（下図）。「入社直後の“ソーシャライ

ゼーション”の時期には型を身につけ、

『○○さん、うちの人らしくなったね』

と言われることがキャリアテーマとな

ります。そして次のセルフブランディ

ングの前期では、仕事固有の優秀性

を構築し、それによって『○○さんは

優秀だね』という言葉を獲得すること

を目指します。ただ、この段階では言

われたことをひたすらこなし、完成度

高くしっかりできるというだけの、い

わば専門性云々というよりは未分化の

iPS細胞の状態です」（野田氏）

それまでの経験を踏まえて自らの

専門性を発見し、深く極めていくのは

なったとき、チャーリー・チャップリ

ンの『モダン・タイムス』のように

ずっと“部品”として下働きをする人

が大量に出てきてしまうこと、労働

における人間疎外につながりかねな

いことをどう考えるのか、今一度深

く考えてほしい」と警鐘を鳴らす。

「今、急速に起こっているジョブ型導

入の機運は、リモートワークによって

マネジャーが部下の仕事を把握して

評価することができない、ということ

に起因しています。これはジョブア

サインメント、つまり現場のマネジメ

ントの問題であって、人事が雇用の

ありようを変えることとはまったく関

わりがないことに気づいてほしいと

思います。ましてや、ジョブ型を導

入すれば中高年の給与を下げられる、

というような不純な動機での導入が

蔓延すれば、かつての成果主義の二

の舞になるのは間違いありません」

（野田氏）

ただし、前述のように一部の専門

領域を志すことを早々に決めた人が、

18歳でそれを学ぶ道を作ることにつ

いては野田氏は否定的ではない。「ド

イツのようなやり方があってもいいと

思います。ただ、その道を進んで就

職し、『やりたいことと違った』と思っ

たときに大学で学び直しができるよう

にするべきです。あるいは先に述べ

た通り、会社での“下働き”の期間を

経て、自分の専門が見えたときに大

学に戻れる、というように、高校を卒

業して全員が入る場ではなく、生涯

で学びたいと思ったときにいつでも学

べるリカレントとリスキリングの場と

なってほしいと思います」（野田氏）

この後のセルフブランディングの後期

で、この時期には自身の際立った強み

を旗印として掲げ、「◎◎（領域）なら

ば○○さんだね」と言われるようにな

る。「つまり入社して何年かは大きな

仕事のごく一部の部品として“下働

き”をして、そこをしっかりとやり切っ

て、周囲と切磋琢磨しながら相対的

に自分の強みを見つけていくプロセス

が必要だということなのです」（野田

氏）。しかも、この“下働きののち専

門を決定する”という考え方は、欧米

でも高度な専門性が求められるコン

サルティングファームやインベストメ

ントバンクでは一般的だという。「“下

働き”からの移行の段階でもう一度、

大学や大学院に入り直して専門性を

高めることもとても効果的です」（野

田氏）

大学はリカレントと
リスキリングの場であれ

野田氏は、「いわゆるジョブ型と

出典：野田氏作成の図を一部編集部改変

リーダーシップの発揮

専門性の発揮

Establish Vocation Lifelong Commitment

生涯を通した能力発揮

キャリアの完成
“席を譲る”
世代継承性

『〇〇さんが、□□を
始めたんだって！』
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採用前の人材育成に
企業も関与していく

ジョブ型を志向するとき、産業界は

大学に対して何ができるのか。

「教育機関の最大の機能は、スクー

リング機能、つまり人の能力を上げる

機能です。大学において職業能力を

上げることを企業が望むのであれば、

ドイツや米国のようにそこに企業が協

力すべきです」（山田氏）

近年は長期型のインターンシップも

増えてきたが「それも人材獲得競争の

激化を背景に採用を目的に導入する

という部分合理性のもと、局所局所で

導入されているにすぎない」と、山田

氏は指摘する。「アカデミックな学問

の領域は大学教育に任せるとして、企

業は長期インターンシップを多様な業

界で導入し、学生に職業経験を積む

機会を提供するべきです。米国では、

企業がコミュニティカレッジの冠講座

を持ち、そこで専門教育を行うケース

も見られます」（山田氏）。つまり、“採

用してから育てる”という枠組みを一

部壊し、採用前の育成に企業も関与

する姿勢が重要だということだ。

また、「教育機関のもう１つの機能、

シグナリング機能に関わる問題を企業

がともに考えるべき」（山田氏）という。

シグナリング機能とは、端的に言えば

学歴によって人を振り分ける機能だ。

ドイツや米国の教育機関がジョブ

型をどのように支えているのかは前で

見た通りだ。日本総合研究所副理事

長の山田久氏は、「人材を育成してか

ら採用するのか、採用してから育成す

るのかという順序が根本的に異なる」

と日本との違いを喝破する。

ジョブ型導入には
社会全体での整合性を

「ドイツではデュアルシステムや企業

実習などさまざまな形で、正規で無期

雇用されるまでに職業経験を積みま

すし、米国では大学院などで専門教

育を行うほか、長期のインターンを経

て採用されることが多い。このように

して、基本的にはポストの欠員補充が

一般的なドイツや米国では、既に必要

な経験やスキルをある程度備えた人

材を採用します。一方、日本はご存じ

の通り、職業に必要な育成は企業の

役割となっています」（山田氏）

まったく環境が異なる欧米のやり方

をそのまま導入することは当然に無理

がある。「ドイツはその歴史のなかで、

政労使が協力して全体合理性を追求

してきました。日本でもジョブ型を、

というならば教育と産業界が協力して

社会全体の整合性を図る必要があり

ます」（山田氏）

それにあたって重要なことは、双方

の“対話”だと山田氏は言う。「現在、

大学のカリキュラムは実践教育に偏り

つつあります。私自身は、大学は実用

的なことをやらない場所だと思ってい

ました。そして、教えている教授の多

くも実践教育の傾向に疑問を持ってい

るし、明らかに得意ではないことを

やっている印象があります。ジョブ型

の議論はありつつも、産業界が本当に

“ハウツー”を教えることを大学に求め

ているかというとそうではないと思い

ます」（山田氏）。産業界が欲しいのは、

根本的にものを考えられる力を持つ人

材であり、そこは大学がずっと育もう

としている人材の姿そのものだ。「同

じ方向を目指しているのに、ねじれが

大きくなっています。教育と雇用の問

題は不可分であるという認識のもと、

真摯に対話し、ニーズを理解し合い、

課題に対してお互いができることをす

べきときでしょう」（山田氏）

山田 久
ひさし

氏

日本総合研究所　副理事長

日本企業と大学は、
ジョブ型と教育を
どのように連結させるのか
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ティを確立できる場を持っています。

最近は変化の兆しもありますが、やは

り多くの日本のビジネスパーソンは会

社という単一のコミュニティのなかで

生きています。企業は、従業員が企

業の外で活動できるよう支援していく

必要があるでしょう」（山田氏）

そのとき大学は、「社会人を受け入

れるコミュニティの１つであるべき」

と山田氏は考える。「大学は、個人が

より希望する仕事に就くため、人生を

豊かにするためのスキル、能力、人脈

を与える場であってほしいと思います。

会社にとっては社員の能力向上による

業務の高度化が実現できますし、個

人にとっては大学と仕事の行き来が自

ら描くキャリアを実現することにつな

がります。そして、大学は生涯教育を

サポートすることで、少子化における

生き残りを実現できます。このように、

社会全体の整合性を考えていくことが

求められていると思います」（山田氏）

「ドイツや米国ではこれが今も機能し

ています。ドイツでは大学進学率が高

くなく、大学でアカデミックな領域を

修了しなければ就けない職業が今も存

在します。一方、米国では大学院がそ

の役割を担っています。たとえばマネ

ジャーになるにはMBAの修了資格が

基本的には求められます」（山田氏）

日本では、第二次世界大戦後の平

等主義のなかでこれが排除されて

いった経緯がある。「大学と職業を結

びつけようとするとシグナリング機能

の強化が求められますが、それは平等

主義と矛盾する可能性があるので、十

分な検討が必要です。同時に平等と

言いながら、日本は“縦の序列”を重

視します。それが新たな格差を生む

可能性があるのです」（山田氏）

複数のコミュニティが
持てる社会へ

既に見てきたように、ドイツではど

の職業に就くのか、管理職かどうかと

いうことによる社会的な格差を感じに

くい社会だ。それは職業ごとに資格を

作り、横のつながりを作ってきた歴史

の蓄積でもある。人は会社内の縦の

序列ではなく、その職業の技能レベル

の高低で価値を付与される。「日本で

は“プロフェッショナル”というラベル

をつけて複線型の雇用管理をしようと

してきましたが、うまくいっていませ

ん。マネジャーと専門職が意識上、縦

の序列の上下に位置づけられている

状態では、大学のシグナリング機能

がより上下関係を強くすることになり

かねません」（山田氏）

もちろん、欧米企業にも縦の序列

は存在するが、「人が複数のコミュニ

ティに参加することで、それを強く感

じることを回避させている」（山田氏）

という。「会社のみならず、職業コミュ

ニティ、地域や教会でのコミュニティ

を持ち、それぞれ個人のアイデンティ

ます」と話す。

人口増加と高度成長という
前提ありきの特殊な労働慣行

「まず、日本以外のほとんどの国で

はジョブ型での雇用が常識です。当

企業がジョブ型を志向し、教育と

産業の架け橋を作ろうとするならば、

大学教育に求められるものはどのよ

うなものになっていくのだろうか。

日本生命保険を退職後、ライフネッ

ト生命保険を創業し、現在は立命館

アジア太平洋大学（以下、APU）の

学長を務める出口治明氏は、「今後、

日本企業がジョブ型に転換していく

のは自然な流れですが、だからといっ

て大学が専門教育に注力すべきかと

いうと、決してそうではないと思い

ジョブ型を志向するとき、
大学では
どのような教育が求められるのか
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というのが、1つのありようだと思い

ます」（出口氏）

大学のKPIは、10年後の
「この大学を出てよかった」

出口氏が学長を務めるAPUの教

育は、出口氏の言葉を体現するよう

に学生が自身の興味を発見し、それ

を突き詰めていくことに力を注ぐ。

「大学教授がいくら名講義をしても、

人はいやいや勉強したことは、単位

を取れば忘れてしまう。卒業単位の

数だけ揃えても意味はありません。

好きなこと、やりたいことだけやれ

ばいいと思っています。教員にも一

貫して、皆さんの仕事は教えること

ではなく学生の学びを支援すること

ですと言っています」（出口氏）

また、同校の学生の半分は、海外

からの留学生だ。留学生の多くは大

学院に行くことを前提に積極的・主

体的に学ぶ。「1年生は基本的に全員

寮に入るため、留学生から刺激を受

けて、日本人の学生も必死に学びま

す。もちろん就職指導もしますが、

国連や国際NGOで働きたいなどそ

れぞれが夢や目標を持ち、大学院に

進んでいく日本人の学生も少なくあ

りません」（出口氏）

出口氏は、大学のKPIとは何かと

いうことを常々考えるという。導き

出した答えは、「10年、20年後にあ

の大学を出てよかったと思えるかど

うか」。「よかった、と思えるのは、

大学で自分のやりたいことを見つけ

られることだと思います。残念なこ

とに多くの大学は必死に『有名企業

に何人入社した』ということをPRす

たり前のことなので、ジョブ型と呼

ぶこともありません。たとえば街で

ラーメン屋を始め、繁盛して人が足

りなくなった。そのとき採用したい

のは、ラーメンを作る人、あるいは

サービスしてくれる人などです。つ

まり、こんな仕事をしてほしいとい

う“ジョブ”を決めて採用するわけで

す」（出口氏）

翻って日本ではどうか。私たちが

メンバーシップ型と呼ぶものは、「戦

後の人口増加、高度成長という2つ

の前提条件のうえに、新卒採用、終

身雇用、年功序列、定年、企業内組

合という5要素をセットにして動い

ていた特殊な労働慣行」と、出口氏

は説明する。

「戦後の30年は平均で7%の経済成

長がありました。単純化すれば、毎

年7%人を増やしていかなければな

りませんでした。だからこそ、多く

の企業が新卒採用市場に参入したの

です。その前提が崩れた今、メンバー

シップ型の労働慣行が機能しなくな

るのは自明で、世界の常識と同じよ

うにジョブ型に変わっていくのが自

然なのだと思います」（出口氏）

ジョブ型であっても
大学で学ぶのは考える力

しかし、「ジョブ型への移行=大学

の専門教育への注力」と考えるのは

短絡的だと出口氏は指摘する。「この

ように考えるのは、人が職業に就く

までの道筋は基本的に新卒一括採用

であると一切疑っていないためで

す」（出口氏）。新卒一括採用では、

27ページで見たように、大学での学

びを終えた後、職業教育を経ること

なくシームレスに企業に入社し、職

場で職務に必要な教育を受ける。そ

の仕組みをそのままジョブ型に適用

するならば、入社後すぐに特定の

ジョブで能力を発揮してもらうため

に大学では専門教育を行うべき、と

いうことになる。

「ここに思考の落とし穴がある」（出

口氏）というのだ。「ジョブ型が普通

の世界では、通年採用、中途採用で

必要なときに必要な人材を採用する

のが常識です。働く側も、必要なと

きに必要なことを学ぶ、というスタ

イルに変わるべきなのです」（出口氏）

そのような社会になったとき、特

に高校を卒業して入学する人にとっ

ての大学とは、「社会に出る前にクリ

ティカルシンキング、ロジカルシン

キング、教養など深く考える力を身

につける場であるべき」と出口氏は

言う。「深く考える力を大学で身につ

け、そこで主体的に学んで本当に興

味のあることを見つけ、専門分野を

決める。高度な専門知識やスキルは

大学院や専門学校などで身につける

出口治明氏

立命館アジア太平洋大学　学長
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いことを皆さんもご存じのはずです。

高等教育機関の大きな役割はリカレ

ント教育、というのが世界の常識な

のです」（出口氏）

このような社会に変わっていくた

めに、私たちはどこから、何を変え

ていけばいいのか。出口氏は、「それ

ぞれの持ち分で常識を捨て、“尖っ

たこと”をやることに尽きる」と強調

する。「企業は新卒一括採用に区切

りをつけ、本当に自社に必要な人を

必要なときに採る。学生に影響を与

える保護者も、いい大学・いい会社

という道を進むのが安泰という幻想

を捨てる。学生は自分の本当に興味・

関心のあることで頑張る。もちろん、

大学も変わるべきです。私自身は、

APUを個性的でグローバルで競争力

のある大学にしようと努めています」

（出口氏）。誰かが変えることを期待

するのではなく、全員が変革に参加

する。それが今、求められることで

あろう。

る。いい大学に入って、いい会社に

入れば一生安泰、という古い時代の

常識を強化することにしかなりませ

ん。大学側もしっかりとした見識を

持って、学生のチャレンジを支援す

る場としての役割を果たすことに舵

を切らなければなりません」（出口氏）

それぞれの持ち分で
“尖ったこと”をやる

「人を成長させるのは、人・本・旅

である」というのは、出口氏の強固

な信念である。多様な人に会い、多

様な本を読み、旅をして異なる場に

身を置き、異なる視点でものを見る。

「これが、人生100年時代に働き続け

るための能力を獲得する有効な方法

です」（出口氏）

「人・本・旅」を人の人生に埋め込

んでいくとすれば、「1つの手っ取り

早い方法は副業」（出口氏）だ。「1つ

の職場で机にかじりついて仕事をし

ているだけではいいアイデアは出ま

せん。みんながいい大学、いい会社

を目指して頑張り、その後努力をせ

ずに安泰、という歪んだ労働慣行が

日本経済を低迷させていることに政

府も企業も気づき、雇用を流動化さ

せるきっかけとして副業を推進する

空気が生まれているのでしょう」（出

口氏）

もう1つの「人・本・旅」の方法に

は、大学や大学院の存在が関わって

くる。ジョブ型前提の社会では、働

く人は大学や大学院での学び直しが

欠かせないという。「たとえばフィン

ランドでは、5人に3人が会社を変え

るのみならず職を変える、つまり、

“転社”ではなく“転職”をします。そ

のうち半分は、求職期間中に高等教

育機関で学んだり、国家資格を取得

したりと、学び直しをします。大学

で4年学び、そこで得た知識やスキ

ルだけで一生飯を食うことができる

ならば、仕事とはたやすいもの、と

いうことになる。決してそうではな

などでアクティブラーニングの研究

に取り組み、現在は桐蔭学園理事長、

桐蔭横浜大学学長・教授として研究

を続けながら自ら現場に立つ溝上慎

一氏に聞いた。

8ページで述べたように、「ティー

チングからラーニングへ」という

キーワードが大学での学び方変革の

合言葉となり、多くの大学の授業で

アクティブラーニングが導入されて

いる。

この変化を企業はどのように受け

止めるべきか。そして、ジョブ型に

なったとするならばこの変化がどの

ような影響を及ぼすのか。京都大学

大学での学び方の変化を
企業はどのように
受け止めるべきか
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「書く・話す・発表するなどの活動を

学習に取り入れることによって、知

識を聴くだけのときにはあまり働かせ

ていなかったさまざまな認知機能を

働かせ、そのプロセスを“外化”させ

ます。外化してはじめて、リーダーシッ

プやコミュニケーション力というジェ

ネリックスキルが要求される場面に

出くわし、結果的にそれらを育むこと

につながります。また、自然や人々の

暮らし、私たちを取り巻く社会に関

する課題を設定し、データやエビデ

ンスを集めて、人に客観的に説明で

きることも目指します」（溝上氏）

下の1枚の写真を見てほしい。こ

れは、溝上氏自身が担当する授業の

光景だ。「講義のあと、近くに座っ

ている学生同士でグループを作って、

感想や意見を交換します。教室の後

部に空席が目立ちますが、実は学期

始めには席がすべて埋まっていたの

です。100人程度が半分近くに減っ

てしまいました。半分の学生がグルー

プワークをきついと感じ、そこから

逃げてしまったわけです」（溝上氏）。

聴いているだけではこのような逃げ

の態度は見えてこない。学びの姿勢

や行動を可視化するのもアクティブ

ラーニングの特徴の1つだという。

溝上氏は河合塾との共同プロジェ

クトで、2013年から高校2年生を10

年にわたって追いかけるトランジ

ション調査を行い、他者理解力や計

画実行力、コミュニケーション力・

リーダーシップ、社会文化探究心な

どジェネリックスキルを計測し、そ

の成長を追っている。そのなかでア

クティブラーニング（外化）する態度

受験勉強では獲得できない
ジェネリックスキルを育む

まず、アクティブラーニングにつ

いての理解を深めたい。大学の授業

の学び方が変化した背景には、前述

の“大学の大衆化”が深く関わって

いる。

「米国に30年ほど遅れて、日本でも

いわゆる大学全入時代が目前となり、

2000年頃から大学4年間でしっかり

と学びの構えを身につけるための初

年次教育が行われるようになりまし

た。さらに、探究する力、問題解決

力やコミュニケーション能力など社

会で求められるジェネリックスキル

を養うことを目的に、アクティブラー

ニングがより重視されるようになり

ました。これらは、記憶した知識や

理解を書き出す受験勉強では、育ま

れない能力です」（溝上氏）

アクティブラーニングの定義を中

教審の質的転換答申（2012年）では

次のように説明している。「教員に

よる一方向的な講義形式の教育とは

異なり、学修者の能動的な学修への

参加を取り入れた教授・学習法の総

称。学修者が能動的に学修すること

によって、認知的、倫理的、社会的

能力、教養、知識、経験を含めた汎

用的能力の育成を図る（後略）」。「つ

まり、知識伝達型の講義を聴くとい

う受動的な学習を乗り越える、あら

ゆる能動的な学習を示す包括的な概

念です。多くの人がプロジェクト型

の授業やアクションラーニングを取

り入れた授業をイメージしますが、

実際の大学の授業ではそれだけでな

く、講義型の授業の終わりに10～

20分程度、授業内容について共有し

たり、ディスカッションしたりする

など、幅広く取り入れる努力をして

います」（溝上氏）（右ページ図参照）

認知プロセスや学びへの
態度を外化・可視化する

では、学生たちにとって従来の聴

く学習とは何が異なるのだろうか。

溝上慎一氏

桐蔭学園　理事長　
桐蔭横浜大学　学長・教授
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どちらかといえば否定的な立場を取

る。一方で、アクティブラーニング

による学びは、「ジョブという専門

性を極めていくにも有効な手段では

ないか」（溝上氏）と考える。

「『ティーチングからラーニングへ』

というパラダイム転換を唱えたタグ

教授は、教授パラダイムと学習パラ

ダイムを二律背反としてとらえてい

ません。目標に基づいて専門知識を

習得したうえにこそ、自身の興味関

心に基づいたユニークな学習ができ

ると言っています。日本企業は、ジョ

ブを細かく決めてそれだけをこなし

てほしいわけではなく、専門領域の

なかで『この問題ならばこんな解があ

り得るのではないか』というイノベー

ティブな発想をし、それに向き合っ

ていく人材を求めているのではない

でしょうか。知識を持っていること

と、自分で課題設定できるのは異な

る力です。その力を、今、多くの大

学では育もうとしています」（溝上氏）

や能力を得点化し、高位・中位・低

位のグループに分けると、8割程度

はグループをまたぐほどに大きく変

化することがない。「人の態度や能

力の発達はだいたい18歳で伸びが

止まる、というショッキングな事実

を示しています。そのため、近年は

総合的学習などで初等・中等教育に

もアクティブラーニングを導入する

流れが本格化しています」（溝上氏）

一方で、人は低位から高位へグ

ループをまたぐほどには変化しない

が、低・中・高位それぞれのグルー

プ内での得点増加は統計的にも認め

られる。「これは、発達と成長が異

なることを意味します。スポーツに

たとえていえば、サッカーをまった

くしたことがない人（低位）が大学で

始めてプロ選手（高位）になる（＝発

達）ことはほとんどありません。人

は幼少期より発達を重ねているので

あり、ある時期からゼロベースで発

達するわけではないのです。しかし、

大学からサッカーを始めても、技術

を身につけてうまくなることはあり

ます（得点増加＝成長）。統計的には

認められませんが、低位から中位に

移動する人もいないわけではありま

せん（＝発達）。卒業後の仕事の世界

で求められる能力については、でき

るだけ高校までに基礎を身につけ、

それを大学で、そして社会で仕事に

向き合いながら伸ばしていくことが

求められます」（溝上氏）

調査の高位・中位・低位のグルー

プ、そして上方・下方に移動するグ

ループは、所属する大学の偏差値と

統計的に関連が見られないという。

「就職活動では学生は十分に準備し

て臨みますから、短時間の面接で能

力の高位、中位の差はなかなか見極

められないと思います」（溝上氏）

たとえ最初は人前に出て話すこと

ができないような学生でも、授業で、

まずは今理解している言葉で人に届

くように話す、声を出すことから始

めよう、と言って鍛えていくとだん

だんできるようになるという。「大事

なことは人と話して自分の考えを伝

えることであり、人の問いかけに真

摯に答えていくこと。これがあって

こそ、人は成長していきます。そう

した学びの成果を企業にはきちんと

見てほしいです」（溝上氏）

専門領域を深め
自ら問いを立てられる人材に

ジョブ型について、経営者でもあ

る溝上氏は、「多くの機会を与え、

そこからその人の専門性や強みを見

定めていくほうが日本的だ」と言い、

大学におけるアクティブラーニング型授業の種類

出典：溝上氏作成

授業の形態・類型 授業の特徴

講義型 教師から学生への一方向的な知識伝達型講義。
教師主導

講義中心型
話す・発表するといった活動はなく、コメント
シートなどを用いた教師―学生の双方向性を実
現する講義中心の授業。教師主導

講義＋AL型 教師主導であるが、講義だけでなく、学生の書
く・話す・発表するなどの活動もある授業

AL中心型 徹底的に学習パラダイムに基づいた学生主導の
授業

伝
統
的
授
業

ア
ク
テ
ィ
ブ

ラ
ー
ニ
ン
グ（
A
L
）

型
授
業
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序列が重視されるため、ジョブ型に

よって新たな格差を生む可能性があ

ると言う。この社会や企業の根底に

ある文化との関わりを考えずして、

エコシステムの転換を図るのは拙速

に過ぎると指摘する。

このようなさまざまな課題がある

以上、ジョブ型への移行の是非につ

いては今後、議論していく必要があ

るが、エコシステムを変えることを

選択するならば、個人にとっても社

会にとってもよりよい形を目指してい

く必要がある。重要なのは、企業だけ、

あるいは、大学だけが変わっても、

社会システムは変わらないというこ

とだ。山田氏が指摘する通り、教育

界と産業界が前向きな対話を進め、

新しいエコシステムの構築に向けて

協業していくことが求められる。

大学教育と企業との架け橋を
どのように作り上げるか

そのためにはまず、私たち産業界

採用担当として大学と企業の間に

立ち、学生が将来を決める支援をし

てきた経験と、入社後の育成や異動・

配置などの実務を経験してきたなか

で、大学での学びと企業でのキャリ

アが断絶していることに長く疑問と

課題を感じてきた。今回、『カレッジ

マネジメント』編集長の小林氏への取

材によって、想像以上に大学改革が

進んでいるということ、そしてそのこ

とを企業人事があまり知らないとい

うギャップが見えてきた。

古い労働慣行からの脱却と、
新しいエコシステムの模索

出口氏が指摘している通り、日本

型雇用は戦後の人口増加、高度成長

という2つの前提条件のうえに成り立

つ特殊な労働慣行である。白井氏は

また、「メンバーシップ型のエコシス

テムは人の出入りを前提としない、

流動性の低い個社に閉じたもの」だと

言った。本格的な人口減少時代に突

入し、成長が鈍化した環境において、

これまでのような成長前提の雇用管

理を続けることは難しい状況にある。

白井氏によれば、ジョブ型への移行

の動きは過去に２度あった。しかし、

今回は本格的にエコシステムを転換

し、競争原理に則った雇用管理を志

向する企業が出てきたと話す。

一方、長期にわたって私たちを支

配してきたエコシステムから脱却す

ることはそう簡単ではない。なぜ難

しいのか。その論点を今回、多くの

人が提示してくれた。

まず、野田氏はキャリア発達論の

観点から警鐘を鳴らす。10代の終わ

りから20代はじめにかけてアイデン

ティティが形成されるとするエリクソ

ンの論は、日本人には当てはまりに

くいと主張する。配置された仕事の

なかで職業経験を積みながら専門性

を見極め、必要な知識を獲得してい

くことが理にかなっているという。

山田氏は、日本では会社内の縦の

まと
め

今こそ教育と産業の協業で今こそ教育と産業の協業で
新しい社会システムの構築を新しい社会システムの構築を新しい社会システムの構築を

佐藤邦彦（本誌編集長）
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業が取り組むべきは、生涯学習を前

提とした長期にわたる人材育成を協

業するというゴールの共有だろう。

どちらが育成を担うのか、という二

者択一の議論ではない。今後減少し

続ける貴重な人という資本を最大化

させるために、大学と企業が一体と

なって育む社会システムを構築して

いかなければならない。

大学と企業が両輪となって
人材を育成するために

今回の特集で我々は大学の改革と

学生の実態を追いかけながら、企業

の今後の動向について有識者に語っ

てもらった。大学と産業界の対話と

協業のきっかけづくりのために、ま

ずは「ジョブ型と大学」というテーマ

を掲げ、今回は主に現状の把握と、

未来への論点提示に留めた。本記事

は、続編を予定している。企業人、

大学人とともに、さらに継続して対

話をしていきたい。

に属する人々は、大学教育を対岸と

して見るのではなく、それを知る努

力をしたい。

今回、取材した武蔵野大学のデー

タサイエンス学部は、ジョブ型との

親和性が高い学部として、“学ぶこ

と”に対して注目が集まるが、スマー

トラーニングと呼ばれる新学習スタ

イルで学ぶことも評価すべきポイン

トだ。社会で活躍し続けるためには、

社会に出てからも学び続けることが

重要であると言及しており、新しい

学習スタイルがその力を育むと期待

が高まる。

溝上氏が言うように、アクティブ

ラーニングによる学びは、正解のな

い課題に対して考え抜くことが求め

られるビジネスの現場において、す

べての基本となるベーシックスキル

となり得る。ジョブ型への流れは必

然であると話す出口氏も、ジョブ型

に対して懐疑的な野田氏も大学教育

のあるべき姿の方向性に変わりはな

い。大学で学び終えて社会に出るの

ではなく、学び方を学んで社会に出

て、学び続けながらスキルを伸ばし

経験を積んでいくべきだという。新

しい学びの手法の導入が大学改革の

１つの成果であり、産業界で活躍す

る人材の育成に寄与する動きである

ことを認識しておきたい。

同時に、専門能力をどこで、どの

ように身につけるのかも考えるべき

ことだ。異口同音に多くの人が指摘

したように、スピーディに環境が変

化するなか、本当に学ぶべきこと・

学びたいことが出てきたときに、学

ぶ、あるいは学び直すことができる

社会、大学、企業の構築が求められ

るだろう。

“これ”と決めた職業に就いたとし

ても、合わない、違ったと思うケー

スはだれにでも起こりうる。その場

合は、大学に戻って再チャレンジの

チャンスを得ることができるシステ

ムがあってもいいはずだ。大学と企
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